
活動報告

【会　合】

第 17 回法整備支援連絡会

法務省法務総合研究所国際協力部長　　　

阪　井　光　平　　

　17 回目を迎えた法整備支援連絡会は，平成 28 年１月 22 日（金）に開催された。当日

のプログラム，講演者・報告者の経歴及び会場での発言は，後掲のとおりである。なお，

誌面の都合上，すべての発言を掲載しておらず，掲載した各発言は，全体の意味を損なわ

ない範囲で一部を省略し，表現を変えているので了承願いたい。

平成 27（2015）年 12 月に ASEAN 経済共同体が発足し，また，同月，JICA においても，

従前 ASEAN 域内でベトナム，カンボジア，ラオス，ミャンマーで実施していた法整備支

援プロジェクトに加え，新たにインドネシアで「ビジネス環境改善のための知的財産権保

護・法的整合性向上プロジェクト」を開始し，法務省も同プロジェクトに長期専門家とし

て検事２名（うち１名は裁判官出身）を派遣した（同プロジェクトの詳細は，横幕専門家

による報告・51 頁参照）。

このような中，今回の連絡会では，メインテーマを「ASEAN と法整備支援」とし，

ASEAN の状況を多角的に分析した上で，域内各国に対する法制度整備支援の在り方につ

いて議論することを主眼とした。

第１部では，元駐インドネシア特命全権大使鹿取克章氏及び駐日本特命全権大使ユスロ

ン・イーザ・マヘンドラ氏による，インドネシア及び ASEAN について，日本との関係・

日本による法制度整備支援の意義等の観点からの講演がなされ，その後，両氏に住友商事

株式会社常務執行役員の兵頭誠之氏が加わり，インドネシアにおいて日本企業が活動する

際に存在する問題点，その克服において法制度整備支援がどのような役割を果たしうるか

などについて鼎談がなされた。

第２部では，日本の法制度整備支援に詳しい，オーストラリア国立大学ベロニカ・テイ

ラー教授，日本が長く法制度整備支援に取り組んできたベトナムのル・ティエン・ズン弁

護士及びラオスのチャンタリー・ドゥアンヴィライ裁判官による，日本の両国等 ASEAN
域内における法制度整備支援のこれまでの取組み及び現況についての報告がなされ，続く

第３部では，横田洋三法務省特別顧問がモデレーターを務め，上記３名に JICA の佐藤直

史法整備支援アドバイザー及び渡部吉俊法務総合研究所国際協力部教官が加わり，計５名

をパネリストとして，第２部の報告を踏まえて，今後の日本による ASEAN 域内での法制

度整備支援の方向性等について討論がなされた。

日本による法制度整備支援は，約 20 年の歴史を有するが，近時，法制度整備支援は，「ソ

フトインフラ」の支援として戦略的に取り組むべきとの国の方針が出され，対象国におい

ては，ドナー間の競合・競争が生じるなど，従前とは大きく異なる様相を呈している。　
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　そのような状況の下，今回は ASEAN 経済共同体発足，インドネシアにおける新プロジェ

クトの開始という節目において，法制度整備支援の利益を受けると想定される，現地の日

本企業の視点も加味したプログラムを選定したが，各講演者・報告者の内容豊かな発表は，

法制度整備支援に関わる者に鋭い刺激を与えるものであり，パネリストの問題提起も時宜

を得たものであって，今後の日本の法制度整備支援の在り方を考察する格好の機会となっ

たと考えている。

この連絡会の成果を踏まえ，当部においては，関係各位と更に密接に連携を取りながら，

日本の法制度整備支援の良き伝統を維持しつつ，新たな状況に的確に対応すべく謙虚に業

務を進めてゆく所存である。

なお，次回の第 18 回法整備支援連絡会は，平成 29 年１月 20 日（金）に同会場で開催

する予定である。

第一部　基調講演者らによる鼎談 第三部　パネルディスカッション

会場の様子
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と

平成28(2016)年1月22日 9:50 -18:00

大阪会場：法務省法務総合研究所「国際会議室」
大阪市福島区福島1-1-60 大阪中之島合同庁舎２階

東京会場：独立行政法人国際協力機構（JICA）本部228,229会議室
東京都千代田区二番町5-25 二番町センタービル２階

金

第17回法整備支援連絡会
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開会挨拶 9:50～10:20

原田 明夫 公益財団法人国際民商事法センター理事長

◆日本語・英語同時通訳

赤根 智子 法務総合研究所長
富吉 賢一 国際協力機構(JICA)理事

第１部 基調講演等 10:20～12:00 「ＡＳＥＡＮ地域における日本のソフト面での支援の意義」

兵頭 誠之 氏

(住友商事株式会社常務執行
役員経営企画部長)

第２部 関係者からの報告 13:30～15:20

第３部 全体討議 15:40～17:50

横田 洋三 氏

(法務省特別顧問)

閉会挨拶 17:50～18:00

レセプション 18:30～

鹿取 克章 氏

(外務省参与，元インドネシア
共和国駐箚日本国特命全権大使，
元ASEAN担当大使)

ユスロン・イーザ・
マヘンドラ 氏

H.E. Dr. Yusron Ihza
Mahendra
(日本国駐箚インドネシア共和
国特命全権大使)

Program

チャンタリー・
ドゥアンヴィライ氏
Mr. Chanthaly
Douangvilay
(ラオス最高人民裁判
所労働部長)

ヴェロニカ・テイラー氏

Prof. Veronica L. Taylor
(オーストラリア国立大学
教授)

チャンタリー・
ドゥアンヴィライ氏

Mr. Chanthaly
Douangvilay
(ラオス最高人民裁
判所労働部長)

ル・ティエン・ズン氏

Dr. Luu Tien Dzung
(ベトナム弁護士連合会
常任委員会委員，国際
交流委員長)

ヴェロニカ・テイラー氏
Prof. Veronica L. Taylor
(オーストラリア国立大
学教授)

ル・ティエン・ズン氏
Dr. Luu Tien Dzung
(ベトナム弁護士連合
会常任委員会委員，
国際交流委員長)

佐藤 直史 氏
(JICA法整備支援
アドバイザー)

渡部 吉俊 氏
(法務総合研究所
国際協力部教官)

モデレーター

対談

講演

パネリスト

◆進⾏役：阪井 光平
（法務総合研究所国際協力部長）
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鹿取 克章 氏
外務省参与，元インドネシア共和国駐箚日本国特命全権大使，元ASEAN

担当大使
一橋大学経済学部卒業後，外務省に入省。ドイツ連邦共和国日本国大使館
勤務後，北米局安全保障課長，大臣官房報道課長，在ミュンヘン総領事館
総領事，在大韓民国日本国大使館公使，大臣官房審議官，領事局長を経
て，大臣官房外務報道官。その後，イスラエル国駐箚特命全権大使，
ASEAN担当大使，外務省研修所長を歴任。インドネシア共和国駐箚特命全
権大使を最後に2014年に退官。現在外務省参与。

ユスロン・イーザ・マヘンドラ 氏

日本国駐箚インドネシア共和国特命全権大使

インドネシア大学国際学部卒業。筑波大学人文社会系国際政治経済学博士
課程修了。
ムハマディア大学講師，インドネシア大学研究員，Ihza & Ihza法律事務所
パートナー，日本大学講師，Kompas新聞社特派員，インドネシア通商産業省
顧問，日本インドネシア友好促進議員連盟議長，インドネシア下院第一委員
会副委員長などを経て，現在，日本国駐箚インドネシア共和国特命全権大使。

Profile

講 演 者

講 演 者

コメンテイター

兵頭 誠之 氏

住友商事株式会社常務執行役員経営企画部長
京都大学大学院工学研究科修士課程修了後，住友商事株式会社に入社。
ヨルダン，日本，香港での勤務を経て，2004年からインドネシアの石炭火力発
電所を手掛けるタンジュン・ジャティBプロジェクト部長を務め，2010年にはアジ
ア総支配人補佐，インドネシア住友商事会社社長に就任。その後，執行役員
を経て，2015年4月から現職。インドネシアにおける日本人商工会・日本人会
であるジャカルタジャパンクラブ理事長を歴任し，現在，一般社団法人日本貿
易会審議員も務める。

モデレーター

横田 洋三 氏

法務省特別顧問
東京大学大学院法学政治学研究科博士課程修了。
世界銀行法律顧問，国際基督教大学教授，東京大学大学院法学政治学研
究科・法学部教授，中央大学法学部・法科大学院教授などを経て，現在は，
法務省特別顧問，人権教育啓発推進センター理事長及び日本ユニセフ協会
顧問として活動。同時に国連大学学長特別顧問，同高等研究所客員教授，
国連人権促進保護小委員会委員，国際労働機関（ILO）条約勧告適用専門
家委員会委員・委員長，日本国際連合学会理事長などの要職を歴任。

かとり

ひょうどう

よこた ようぞう

まさゆき

よしのり
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ヴェロニカ・テイラー 氏

オーストラリア国立大学教授

1988年モナシュ大学法学部卒業，1992年ワシントン大学法学修士課程修了。
メルボルン大学法学部アジア法センター副センター長，ワシントン大学アジア
法センター長，国際交流基金米国諮問委員長，オーストラリア研究協議会
CEPS国際諮問委員，同ERA研究評価委員，国際金融規制センター顧問委
員などを務め，2015年には日本研究への貢献者として日本の外務大臣から
表彰を受ける。また，日本語通訳・翻訳家としての認可も取得。
現在，オーストラリア国立大学アジア太平洋学部長。

チャンタリー・ドゥアンヴィライ 氏

ラオス最高人民裁判所労働部長

1989年ブルガリア共和国ソフィア大学法学部卒業，2002年名古屋大学法学
修士課程修了。
ビエンチャン法律学校（現在のラオス国立大学法政治学部）教員，ビエンチャ
ン首都裁判所裁判官，同裁判所副所長を経て，2009年11月からラオス最
高人民裁判所法律管理・統計局長，2015年5月から現職。
民法典サブワーキングループの一員として，日本が実施する法整備支援プロ
ジェクトに長年関わるなど，日本の法整備支援活動に関する造詣も深い。

Profile

報 告 者

報 告 者

報 告 者

ル・ティエン・ズン 氏

ベトナム弁護士連合会常任委員会委員，国際交流委員長

1989年ロシア連邦クバンスキ州立大学法学部卒業，2000年アイオワ州立大
学法学修士課程修了，2011年ベトナム国家法研究所法哲学博士課程修了。
ベトナム最高人民裁判所長官助手，UNDP国家プログラム法律アナリストを経
て，2007年からYKVNロイヤーズ弁護士事務所パートナー兼ベトナム弁護士
連合会国際交流委員長として，多くの企業取引や国際取引を担当。
ベトナム国際仲裁センター審判長，ＩＣＣ国際仲裁裁判所仲裁審判員，ホーチ
ミン経済法律大学客員教授も務める。
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赤根智子法務総合研究所長挨拶

　本日はお忙しい中，多くの方にお集まりいただき

ましてありがとうございます。特に基調講演・鼎談

をしていただきます元駐インドネシア共和国日本国

特命全権大使の鹿取克章様，駐日本国インドネシア

共和国特命全権大使のユスロン・イーザ・マヘンド

ラ様，住友商事株式会社常務執行役員の兵頭誠之様

におかれましては，非常にお忙しい中，大阪会場ま

で足をお運びいただき，誠にありがとうございます。

　法務省特別顧問の横田洋三先生におかれまして

も，ご多用中のところご参加いただき感謝しており

ます。

　ゲストスピーカーとしてご参加いただく，ヴェロ

ニカ・テイラー様，チャンタリー・ドゥアンヴィラ

イ様，ル・ティエン・ズン様におかれましては，遠

路はるばる日本までお越しいただきましてありがと

うございます。

　大阪会場のみならず，東京会場にも多数の方にお

集まりいただいており，我々主催者のみならず，本

連絡会にお集まりいただいた方が皆，基調講演・鼎

談，報告者の皆様からのご発表を大変楽しみにして

おります。

　法務総合研究所は，これまで JICA と共に，我が

国にとって重要な地域である ASEAN 各国に対し

て，法の支配の確立を目的として，様々な協力を行

ってまいりました。

　2015 年 12 月にはインドネシアに対する法制

度整備支援が開始されるなど，こうした協力は，

ASEAN 諸国にさらなる広がりを見せております。

そこで，本年度の法整備支援連絡会は「ASEAN と

法整備支援」をテーマに掲げました。

　第一部では，鹿取大使から，最近の日・インドネ

シア関係全般，日本にとってのインドネシアの重要

性，インドネシアへの協力推進に当たって日本とし

ての留意点などについてご講演いただき，ユスロン

大使からは，日・インドネシア間の協力推進に当た

ってのインドネシア側の期待・優先事項等について

ご講演いただくことになっております。

　引き続き，兵頭常務に加わっていただき，企業サ

イドから見たインドネシアの法規制などの問題点，

ビジネス界の立場から，日・インドネシア間の法的

側面における協力の意義，協力推進分野における優

先事項についての考えなどの観点も加え，両大使と

共に鼎談していただくことになっております。

　インドネシア，日本のそれぞれにおいて，特命全

権大使としてご勤務され，あるいは，現在ご勤務さ

れておられる両大使からご講演をいただき，また，

インドネシアにおいてビジネス界の最先端で活躍さ

れた兵頭常務も交えて鼎談いただくことは，法整備

支援のあり方，政策的課題を考えてゆく上で，我々

法律家とは異なる新しい視座，特に政治・ビジネス

界を含む大局的見地からの貴重な情報，意見を提供

いただけるものと考えております。

　第二部では，まず，テイラー教授から，ASEAN

地域内における法整備支援，日本の可能性と挑戦に

ついてご報告いただきます。

　教授は，法の支配，法制度改革及び経済発展がご

専門の国際比較法の大家で，本年度，我が国の外務

大臣表彰を受賞されたオーストラリアにおける日本

研究の第一人者でいらっしゃいます。

　また，ラオスからはチャンタリー様，ベトナムか

らはズン様，お二人ともそれぞれの国において第一

線でご活躍の法律家でいらっしゃいますが，各国に

おける法司法分野に対する日本のこれまでの支援の

成果と，今後必要となる支援についてご報告をいた

だきます。

　第三部では，第二部でのご報告，情報共有を受け

まして，この３名の方に，法務省，JICA の関係者

をパネリストとして加え，法務省特別顧問の横田先

生にモデレーターをしていただきながら，第一部の

講演，鼎談の内容も踏まえて，ASEAN 地域におけ

る法整備支援のあり方について深くディスカッショ

ンをしていただきたいと考えております。

　最後に，この場をおかりしまして，本連絡会にご

第 17 回法整備支援連絡会発言録
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支援を賜りました最高裁判所，日本弁護士連合会，

独立行政法人日本貿易振興機構アジア経済研究所，

公益財団法人国際民商事法センター，その他多くの

皆様から，日ごろ当法務総合研究所の活動に多大な

るご支援を頂戴しておりますことに改めて深く感謝

を申し上げるとともに，本連絡会が我が国関係者に

よる法制度整備支援の一層の発展に資するものにな

ることを心から祈念いたしまして，私のご挨拶とさ

せていただきます。

富吉賢一独立行政法人国際協力機構（JICA）理事

挨拶

　本日，法務省法務総合研究所と共に，第 17 回に

なります法整備支援連絡会を開催することができ大

変喜ばしく思っております。JICA を代表いたしま

して，開催にご尽力いただいた関係者の皆様方に感

謝を申し上げたいと存じます。

　また，基調講演を引き受けていただきました鹿取

大使，ユスロン大使を始めとする，登壇される方々

に心より御礼を申し上げます。特に，テイラー教授，

チャンタリー裁判官，ズン弁護士には，遠路はるば

る日本までお越しいただきましたことに深く謝意を

表したいと存じます。

　今年の法整備支援連絡会のテーマは「ASEAN と

法整備支援」でございます。これは，非常にエポッ

クなテーマでございまして，皆様ご存じのとおり，

昨年末，ASEAN 共同体，特に ASEAN 共同体の中

でも ASEAN 経済共同体，AEC の発足がございま

した。

　この ASEAN 共同体が，今後発展し，日本と共に

大きくなってゆく中で，法制度というものが非常に

重要になってくると考えているところです。

　私も今 JICA でこの法整備支援分野の担当をさせ

ていただいておりますけれども，昨年９月末まで４

年間ジャカルタに駐在をしておりまして，今日お話

をいただきます鹿取大使，あるいは兵頭常務とご一

緒に進出企業の支援をしておりましたが，その中で

大きな企業経営上の問題点として法制度に関わるも

のがございました。立法のみならず法制度の運用面

をどうしてゆくかというところが非常に重要であ

り，大きな課題になっております。

　こういった状況も踏まえ，JICA といたしまして

は，法務省を始めとする国内関係機関の方々のご協

力を得まして，法の支配の促進，これをテーマに様々

な協力をしてきております。

　アジア地域に関しましては，1996 年にベトナム

への民商事法分野の協力からスタートいたしまし

て，今年で 20 年になるわけで，アジアを中心とし

て多くの優秀な法曹人材を育成して，途上国におけ

る法の支配の促進と定着に貢献できているのではな

いかと考えているところです。

　この96年のベトナムを皮切りに，これまで ASEAN

地域では，ベトナム，カンボジア，ラオス，ミャン

マーそれぞれで技術協力プロジェクトを実施してま

いりまして，行政官，裁判官，そして弁護士，ある

いは大学で教鞭をとる教育者に至るまで，様々な幅

広い法曹人材の育成を図ってきたところでございま

す。

　さらに，昨年 12 月からは，知財分野においてイ

ンドネシアで新しいプロジェクトが始まりまして，

JICA といたしましては，このプロジェクトで，法

令間の整合性の確保という新しい法制度整備の分野

にも取り組んでゆくことにしております。

　今回のテーマは，ASEAN でございますけれども，

今後 ASEAN で培いました知見も活用いたしまし

て，アフリカにおける法制度整備支援にも関わって

ゆきたい，積極的に貢献してゆきたいと考えている

ところでございます。

　このように JICA としても，この分野は積極的に

重点を置きたいと考えておりますので，本日は，私

も皆様方のお話をお聞きして，勉強させていただき

たいと考えております。ご参加の皆様方にとって，

この連絡会が有意義になることを祈念いたしまし

て，簡単ではございますが私からのご挨拶とさせて

いただきます。
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も４つの要因があると思います。

　ASEAN は，我々にとって，世界にとって，成長

のハブとして機能しているし，また，協力のハブと

しても機能していますし，また，安定のハブとして

も機能していると思います。こういう３つのハブ機

能を ASEAN は果たしていると思いますし，また，

ASEAN の様々な経験，特にこれだけ様々な要素を

統合して発展してゆくということは，寛容性の産物

です。ASEAN はしばしばこのことについて「Unity 

in diversity」という言葉を使います。こういう様々

な要素をまとめて発展してゆくということは，本当

に様々なポジティブなシグナルを世界に与えている

と思います。

　もちろん，過去においては様々な問題があったこ

とは事実です。対立もありました。しかし，そうい

う対立を乗り越えて，これだけ様々な要素をまとめ

て発展している ASEAN というのは，我々にとって

極めて大きな意義があると思います。

　それぞれについて若干触れますと，まず第１に「成

長のハブ」ですが，ASEAN の 2015 年度成長率の

見通しは，１つの試算では 4.4％程度で，少し低下

しています。世界経済全体，あるいは中国経済の停

滞によって少し停滞気味ですけれども，2016 年は，

4.9％程度ということで，また増加傾向が予想され

ています。

　ASEAN の１人当たり国民所得 GDP は，2014 年

は約 4,135 ドルで，これは非常に高いと思います。

また，ASEAN の強みは，何といっても，１つは人

口の若さと，それから，もう１つは中間層がどんど

ん増加していることで，これは，やはり世界経済

にとって ASEAN の持つ大きな魅力であると思いま

す。

　また，ASEAN は，経済面でも様々な協力を続け

ていまして，自由貿易協定，あるいは経済を包括す

る協定等は，日本，中国，韓国，インド，オースト

ラリア，ニュージーランドと結んでいますし，また，

ASEAN10 か国と，これら６か国との間では包括的

な経済連携，RCEP（東アジア包括的経済連携）と

呼ばれていますが，この交渉も続けています。そう

【第１部】

鹿取克章元インドネシア共和国駐箚日本国特命全権

大使・元ASEAN担当大使（外務省参与）講演　

　本日は，このような権威のある会議に参加させて

いただいて，本当にありがとうございます。この会

議では，多くの専門家の方々が専門的観点からご議

論をされてこられましたし，また，これからも議論

があるものと承知しておりますので，私からは少し

総論的な立場から日本と ASEAN の関係の重要性，

あるいは日本とインドネシアの関係の重要性，それ

から，日本としてこれから ASEAN，インドネシア

等との関係を更に深めてゆく上でどのような点を念

頭に置けばよいかということについて私見を述べさ

せていただければと思います。

　まず，ASEAN についてですが，既にお話があり

ましたように，昨年の 12 月 31 日，政治・安全保障，

経済，社会・文化，この３つを柱とする ASEAN 共

同体が発足いたしまして，ASEAN にとって大きな

節目が参りました。

　ASEAN は 1967 年から着々と様々な分野に協力

を進めてきており，昨年の 12 月 31 日は，１つの大

きな節目ではありますが，やはり通過点の１つで，

ASEAN はこれからも協力と統合を更に進める努力

を継続してゆくことになります。

　考えてみますと，ASEAN は，これだけ多様な地

域，複雑な地域であり，政治的にも非常に多様です

し，経済的にも大きな違いがありますし，文化的に

も様々です。宗教もイスラム教，仏教，キリスト教，

ヒンズー教と様々で，言葉も違います。このような

地域がここまで協力を深めてきたということは，国

際社会にとっても，我々の歴史にとっても大変なこ

とだと思います。

　しばしば共同体という場合に，我々は欧州共同体

について語りますが，欧州とアジアはやはり様々な

面で異なりますし，欧州共同体も非常にすばらしい

発展を遂げてきましたが，ASEAN は，欧州共同体

に勝るとも劣らない重要な発展を遂げてきました

し，国際的な意義も非常に大きいと思います。

　ASEAN がなぜ重要かと考える場合に，少なくと
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本，中国，韓国，インド，オーストラリア，ニュー

ジーランド，それから，近年，アメリカとロシアも

参加して 18 か国の枠組みがありますし，また，や

はり ASEAN を中心として二十数か国が参加する，

ASEAN 地域フォーラム（ARF）という組織があり

ます。この組織では，予防外交であるとか，災害問

題についての共同対処であるとか，安全保障問題に

ついても協議を行っております。

　このように，ASEAN を中心として幾つかの枠組

みがあって，ASEAN はその中で運転手の役割，我々

は後ろに座っているとよくいわれますが，ASEAN

主導の色々な枠組みがあって，このように ASEAN

は協力の重要なハブになっています。また，これは，

ASEAN が中心というわけではありませんが，ご承

知のとおり APEC がありまして，これにはミャン

マーとラオスとカンボジアを除く，ASEAN 諸国が

入っています。

　このように，ASEAN は，国際社会において，あ

るいはこの地域において，協力の重要なハブになっ

ていますが，このような ASEAN がこの地域の協力

のハブとして活動している背景には，私は，やは

り ASEAN 自身の，ASEAN 各国の，非常にすぐれ

たバランス感覚，あるいは，プラグマティックな外

交姿勢，非常にすぐれた政治感覚などがあると思い

ます。こういう ASEAN の様々な性格を踏まえて，

ASEAN は今協力のハブとして，この地域において

存在しています。

　また，第３として，ASEANは，重要な「安定のハブ」

になっていると思います。今お話ししたような協力

が ASEAN を中心にして行われていること自体が，

国際社会，あるいはこの地域にとって極めて重要な

安定要因であると思いますが，ASEAN は，特に 10

か国に拡大してからは，西はミャンマー，東はフィ

リピンと非常に大きな領域をカバーしています。海

洋面積も広いですし，その中には重要なシーレーン

もたくさんありますが，この非常に重要で，かつ広

い空間が基本的に平和な空間になっているというこ

とは，極めて重要なことであり，そういう意味で，

ASEAN はまさに安定のハブになっているといえま

いうことで，ASEAN はこれからも多くの国の関心，

あるいは投資を呼ぶものと思います。

　もちろん ASEAN には課題もあります。電力を

始め交通分野のインフラ整備，あるいは生活関

連，上下水道，環境関連，これらのインフラ整備は

ASEAN にとっては喫緊の課題であると思います。

　また，一層の工業化，あるいは投資環境の整

備，人材育成，あるいは格差是正など，ASEAN に

は，課題はたくさんありますが，裏を返せば，我々

ASEAN のパートナー諸国にとっては大きな協力の

機会を提供するものですし，また，ビジネスチャン

スを意味するものであると思います。

　特に，投資環境整備では，先ほども法整備支援の

話が出ましたが，こういうソフトの分野の支援とい

うのは，我々にとって，これからますます ASEAN

とウィン・ウィン関係を作ることができる分野であ

ると思います。

　第２の「協力のハブ」ですが，ASEAN を中心に

様々な国際的な協力の枠組みが存在します。例えば

ASEAN プラス・ワンです。ASEAN プラス・ワン

というのは，ASEAN のパートナー諸国で，日本は

もちろんそうですし，中国であるとか，韓国である

とか，オーストラリアであるとか，アメリカである

とか，インドであるとか，多くのパートナー諸国が

あります。ASEANプラス・ワンという仕組みの中で，

ASEAN10 か国とそのパートナー諸国との色々な問

題について協議，あるいは協力をする枠組みがあり

ます。

　それから，ASEAN プラス・スリーという枠組み

もあります。スリーというのは，日本と中国と韓国，

そして ASEAN10 か国ですけれども，この 13 か国

が様々な問題について協議する枠組みがあります。

この枠組みは，1997 年のアジア通貨基金について

特に活発に活動しておりますけれども，既に金融分

野などにおいては重要な成果を収めておりますし，

また，他の分野でも協力が行われています。

　それから，ASEAN を中心として存在する枠組み

としては，東アジアサミット（EAS）というものが

ありまして，そこには ASEAN の 10 か国プラス日
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すが，冷戦が崩壊して，1990 年には中断されてい

たインドネシアと中国との外交関係もまた戻りまし

たし，シンガポールと中国との外交関係も戻りまし

た。また，インドネシアでは，1997 年，98 年の頃は，

国内で時々騒動があって，中国系の市民と他の市民

との衝突もありましたが，その後，そういう問題も

克服されて，21 世紀に入ってからはインドネシア

社会もますます安定してきて，今では，中国はイン

ドネシアにとっては最大の貿易パートナーにもなり

ましたし，そういう意味で，国際社会はダイナミッ

クに展開しています。我々としても，そういうダイ

ナミックな展開を常に踏まえておく必要があると思

います。

　また，冷戦構造の崩壊と共に，ご承知のとおり，

グローバル化して，IT 技術も発達し，本当に世界

は狭くなりました。かつて東南アジアにおいては，

日本は戦後賠償の経緯もありましたので，日本と東

南アジア諸国の関係は様々な面で非常に強かったと

思いますが，今では，東南アジアは本当に国際化さ

れており，アメリカにとっても，ヨーロッパにとっ

ても，そして中国にとっても，東南アジアは重要な

国になっておりますので，我々もそういう新しい展

開を踏まえて，プレーヤーが増えた中，様々な新し

い協力関係を作り，例えば欧州と協力する，アメリ

カと協力する，あるいは中国と協力するなど，広い

視点で，東南アジアにおいてこれから更に良い協力

関係を作ってゆく必要があるのではないかと思いま

す。

　また，そういう協力関係を作ってゆく場合には，

もちろんウィン・ウィン関係を常に考えなくてはい

けませんし，また，先ほどからお話がありましたよ

うに，制度面，ソフト面の協力も極めて重要だと思

いますので，法律面の協力はこれから，本当にます

ます重要になると思います。

　２つ目に，私が個人的に思いますのは，これから

更に色々な協力を構築してゆく中で，人と人のつな

がりが強化されるような協力が重要ではないかと思

います。かつて，留学生交流は盛んでしたが，日本

への留学生の数も相対的には減ってきております

す。

　今，申し上げましたように，ASEAN の重要性と

いうのは，様々な面があると思いますけれども，こ

の成長のハブ，協力のハブ，安定のハブ，それから

発展のハブは，非常に重要な役割であると思います。

　さらに，第４として，ASEAN というのは，非常

に多様な空間ですけれども，この多様な空間が寛容

性を協調しながら，また，様々な立場を協調しなが

ら，共に発展してゆくという姿があります。私が赴

任していたインドネシアの人口の９割はイスラム教

徒の方々ですけれども，インドネシアは，非常に穏

健なイスラムを代表しているという意味で，国際社

会に対しては重要なメッセージを発信していると思

いますし，様々な意味において ASEAN は，貴重な

経験と実績を世界に発信できる立場にあるのではな

いかと思います。

　今，ASEAN の重要性，なぜ重要かということに

ついて，私の考えを申し上げましたけれども，今後

ASEAN と友好協力関係を更に深めてゆくためには

どういうことに留意したらよいかについてお話しし

ます。この点については，皆さん既にご承知の点ば

かりかと思いますが，まず，１つは，国際社会は非

常にダイナミックに発展していますので，我々も常

に国際社会のダイナミックな展開を踏まえて，広い

視野を持って ASEAN と協力関係を構築していく必

要があると思います。

　冷戦構造の崩壊について，1989 年にベルリンの

壁が崩壊して 90 年，91 年と国際社会は大きな変動

を迎えましたが，この「冷戦の崩壊」ということを

我々がいう場合に，やはりヨーロッパに着目される

ことが多いと思います。ドイツの統一があったり，

ソ連の崩壊があったりですが，この冷戦の崩壊は，

アジアに対しても非常に大きな影響を及ぼしまし

た。冷戦の崩壊後，ASEAN は６か国から 10 か国

に拡大して，メコン諸国もメコン地域も ASEAN に

含まれることになり，ASEAN は非常に大きくなり

ました。陸の国境をインドと中国とも接する非常に

大きな共同体になりましたし，また，かつて中国は，

インドネシアとはしばらく外交関係がなかったので
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とは異なる立場，あるいは自分とは異なる性格をう

まくまとめるということは，私は，インドネシア人

の方が日本人よりすぐれていると思います。我々も

もちろんファイティングスピリットを持っています

けれども，インドネシアの人も，非常にファイティ

ングスピリットの強い民族だと思います。４年間の

独立戦争を経験し，様々な歴史の経験を経てきてい

ます。これはちょっと単純化し過ぎるかもしれませ

んけれども，東南アジアは，世界の歴史の上ではよ

りいろんな交流の交点にあった可能性があります。

したがって，歴史の中ではいろんな人と協力したり，

ぶつかったりして，ある意味で交通の要所にあった

東南アジアの方々の持っている経験というのは，や

はり我々にとっても，大変役に立つのではないかと

思います。

　そういうことで，インドネシア，あるいは

ASEAN の方々から我々は習うことはたくさんある

と思いますので，やはり常に対等の視点と，そして，

お互いの強さを生かした協力を常に探究する価値が

あると思います。

　私の持ち時間は，もうそろそろ終わりで，インド

ネシアにつきましては，ユスロン大使もおられます

し，また，兵頭常務もおられるので，また後の鼎談

の時に付言させていただきたいと思います。若干だ

けいわせていただきますと，インドネシアでは３年

４か月暮らして，大変良い思いをさせていただきま

した。日本との交流が非常に長くて，非常に温かく

迎えていただきましたし，様々な分野で日本とイン

ドネシアとの協力関係は進んでいると思います。

　ASEAN 全体と日本は，もちろん緊密な関係を持

っていますが，私はたまたまインドネシアに生活し

て，本当に日本とインドネシアの関係は深いと思い

ましたし，協力の分野は大きいと思いましたし，お

互いの親近感はとても強いと思いました。ぜひこの

ような点を生かして，日本とインドネシア，日本と

ASEAN の関係を更に深めることができればよいと

思っています。簡単ですが，私の話はここで一旦中

断させていただきたいと思います。どうもありがと

うございました。

し，どうやって人と人とのつながりを色々な協力の

関係でまた強化してゆくかということは，非常に重

要な要素だと思います。そういう意味では，この法

整備支援の交流も，人と人のつながりをも支えてゆ

くことができるという意味で非常に重要な協力では

ないかと思います。常に新しい協力関係を積極的に

模索してゆくと，よりフレキシブルな発想でものを

考えてゆくことはますます重要になります。

　留意すべき３点目としては，やはり常に対等のパ

ートナーとしての視点を維持することであると思い

ます。先ほどもお話が出ましたが，我々が他国と協

力するときには，やはり常にウィン・ウィン関係を

意識して，我々の強みとパートナーの強み，これを

どううまく生かしてゆくかということを考えること

が必要であると思います。

　我々が ASEAN から学ぶことも非常に多いと思い

ます。ASEAN には ASEAN の発展の歴史がありま

すし，その発展の歴史の中で培われてきた様々な体

験，経験は非常に重要であると思います。

　私はインドネシアにおりましたが，よく日本人

とインドネシア人は性格が似ているといわれます。

我々は，お互いに，余りイエス・ノーをはっきりい

わないで，お互いに気心で対応しようとしますし，

余り白黒をつけることなく，何とかうまく調和を図

ろうとするのですが，そういう面では，非常に似て

いるところがありますし，日本人も面子にこだわる

ところが多いですけれども，インドネシアの方も面

子は重要であり，プライドもあります。

　そういう意味では，日本人とインドネシア人は似

ているところが多いので，協力する上で良い面もあ

りますが，私が思うには，そのあたりは似ているの

ですが，我々がインドネシアから学べるのは，イン

ドネシアの人は，より自分とは異なるエレメントを

吸収する，あるいはそういうエレメントと共存する

のが大変うまいということであると思います。イン

ドネシアでは，人々は，今までの生活の中でいろん

な異なる要因と一緒に生活して，対立もしたかもし

れませんが，それを乗り越えて共存関係を作ってお

り，そういう意味で寛容性というか，あるいは自分
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て ASEAN 諸国は競争するのではないかと私は思っ

ております。

　ですから，ASEAN 統合ということに関しては，

ASEAN の競争力を高めるために ASEAN 内ではど

うすればいいか，インドネシアの立場としてはもち

ろんインドネシアの観点から話をしたいと思ってお

ります。

　それは，ビューティーコンテストと同じじゃない

かと思っておりまして，ASEAN10 か国は女性と同

じく，お化粧をしなければならない，それと同じで，

インドネシア政府は競争原理を勉強しなければなり

ません。

　先ほど鹿取大使もいわれたとおり，競争ばかりだ

ともちろんまずいのであり，協力する必要がある場

合には協力しましょう，競争する必要がある場合に

は競争しましょうということが大切です。それでは，

ASEAN内の競争を高めるためにどうすればよいか，

この観点から，私はインドネシア政府のインドネシ

アへの投資政策に関して話を進めます。

　皆さんのお手元には，資料をお配りしましたが，

2015 年，インドネシア政府は８つの新しい外資政

策を発表しました。

　私の大使としての個人的な経験ですが，たくさん

の日本企業の社長さんなどが東京のインドネシア大

使館に来られ，いろんな話をお聞きしました。良い

話ばかりではなく，問題があるときに何とかしてほ

しいという話もありました。

　インドネシアに投資する場合にはどういうことが

問題となっているのか，良くないこともお話ししよ

うと思います。良くないことは，改善することがで

きるのであり，改善する必要もあります。

　ご存じのとおり，インドネシアに投資する場合に

は，手続のために，３か月，半年，１年も時間がか

かったという話が確かに昔はありました。しかし，

2015 年において，インドネシア政府はインドネシ

アに投資するためには，３時間でできるという施策

を成し遂げました。

　昔は確かに手続のために 24 か所の，例えば法務

省，また，別の場所に行かなくてはなりませんでし

ユスロン・イーザ・マヘンドラ日本国駐箚インドネ

シア共和国特命全権大使講演

　ご出席の皆様，おはようございます。ご紹介して

いただきました駐日インドネシア大使のユスロンで

ございます。

　本日は，このような立派な舞台にお招きしていた

だきまして，本当にありがとうございます。

　私は，ここでインドネシアへの海外投資，あるい

は外国資本に対する政策に関して話を絞って進めた

いと思っております。その中で，当然ながら法律の

課題，問題なども出てくるものと思っております。

　まず，この話を進めるためには，2015 年を簡単

に振り返りますと，３つのことがありますが，ま

ずは，先ほど富吉様も，鹿取大使様も触れられた

ASEAN 統合ということに関して話をいたします。

　ASEAN 共同体，中でも ASEAN 経済共同体（AEC）

の話なのですが，2015 年のインドネシア政府の投

資，特に海外投資への政策，そして，2015 年の私

の大使としての個人的な経験，特に投資に関して話

をしたいと思っております。

　まず，ASEAN 共同体ということですが，ASEAN

統合の目的は何かというと，ASEAN の競争力を

高めるために AEC というアイデアが出て，実現し

ました。ASEAN の競争力を高めるということは，

ASEAN 対海外のことなのですが，問題は，ASEAN

の中はどうなるのかということです。

　確かに ASEAN 内に国家そのものはまだありま

す。簡単にいうと，それは飛行機と同じようなもの

ではないかと思っています。日本国内には，ANA

という航空会社があり，JAL もありまして，インド

ネシアにはガルーダがありますが，飛行機自体は，

同じ飛行機，例えばボーイング 777 かもしれません。

その上で，同じ飛行機を持った者同士が何を競争す

るのでしょうか。そこにはサービスというものが考

えられます。同じ飛行機でも，航空会社によって提

供されるサービスは様々です。

　投資についても同じことで，投資するために，イ

ンドネシア，マレーシア，ミャンマーなどでどこが

一番簡単か，どちらが一番安心かということに関し
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アジアの日本，ASEAN，中国という３点の経済の

柱も更に強くなると私は思っております。

　日本とインドネシアの２国間のことを考えてみる

と，今までの日本，インドネシアの良い関係が何と

か更に良い関係になるようにこのような会議があっ

て，その場で話し合い，意見を交換することにより，

先ほどお話ししたインドネシアの外国投資への施策

がインドネシアのためにうまくゆき，日本がインド

ネシアを投資先として選択するなどお互いが良い結

果を得るように協力し合うことがますます必要にな

ってくると思います。

　もちろん，日本は JICA もあるし，ICD という組

織もありますから，日本とインドネシアは法律につ

いて協力し合い，それだけではなく，例えばインフ

レに関する対策などについて日本からの色々な協力

を期待しています。資本，技術だけではなく，知識

も得たく，特に，新しい法令などを作るときは，日

本に相談しながら作った方がよいのではないかと私

は考えております。

　日本とインドネシアの関係は将来的にどうなるか

というと，日本のインドネシアへの投資も統計から

すると，2015 年は 2014 年と比べれば，非常に増加

しました。しかし，実施された分ではまだ，26％以

上増加したにとどまっています。

　また，両国のビザ免除が実施されてから，確かに

人間の交流も，ただインドネシアから日本だけでは

なく，逆の方向も増えています。

　2015 年に，インドネシアから日本に来た人々は，

36％増えました。このままゆくと，もしかして４年

後か５年後か，日本に来るインドネシア人がイン

ドネシアに行く日本人よりも多くなるかもしれませ

ん。

　このようなことから，確かに日本とインドネシア

の将来的な関係は，更に良いものになると私は信じ

ております。時間が来ましたので，ここで私の話を

終わりにしたいと思っております。どうもありがと

うございました。

た。24 か所に行かなくてはならないので，確かに

１年も時間がかかったかもしれませんが，今は投資

額による制限はありますが，３時間だけで許可が出

るようになりました。

　そして，以前は確かにインドネシアでは，賃金が

非常に不安定な問題でした。労働組合も毎年この問

題を取り上げまして，政治としても頭が痛いことで

す。会社は簡単に賃金を上げることができない状況

にあります。インドネシア政府は，労働賃金に関し

てはどういう方法で高くするか，インフレなどに合

わせて計算する仕方も知っていますから，労働組合

も単に高い給料を要求するということもなくなって

いると思います。

　先ほど述べましたように，インドネシア政府は，

８つの政策を実施し，これらの政策を通じて，イン

ドネシアは ASEAN 内において競争力が高くなりま

した。ASEAN だけではなく，海外に対しても競争

力が高まることを期待しています。

　今，インドネシアの経済はどうなっているのでし

ょうか。世界経済の成長は，ご存じのように鈍化し

ていますが，特に中国の経済成長が鈍くなって，そ

して，ロシア，ブラジルでも同じ現象が今起きてい

ます。

　私の手元にある世界銀行の予測は，2016 年の世

界の経済成長率は，以前は 3.3％だったのですが，

今は 2.9％に下がっています。確かに当初の予想よ

り低い数値ですが，でも，2.4％であった 2015 年と

比べればまだ高いといえます。そして，世界銀行の

データによると，2016 年は発展途上国の成長率は

4.8％ですが，インドネシアの成長率は 5.3％です。

　ですから，このデータを見ると，インドネシアの

成長率は発展途上国の平均の上，世界の経済成長率

よりも上にあります。先ほどのインドネシア政府の

８つの政策がうまくゆけば，この成長率も更に高く

なるのではないかと思っております。

　先ほど鹿取大使がおっしゃったように，確かに

ASEAN は ASEAN のみならず，東アジア，そして

世界のためにも，発展すると同時に安定しなければ

なりません。ですから，ASEAN が安定すれば，東
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日本人，現地で活動を行う企業人として，反省も込

めて，まずお伝えしなければならないと思っている

のは，やはりインドネシアという国に進出させてい

ただいて，そこで我々の企業活動をさせていただく

ことによって，その地域の発展に貢献するという自

分たちの立ち位置をまず忘れてはならないというこ

とを，この十数年の仕事を通して改めて認識させて

いただいたということです。

　私も十数年前，二十年前は勘違いしておりました

が，どうしても商売をしておりますと，そこでもう

けるというところが目の前の課題としてあるわけ

で，あくまでもそこで，企業として発展してゆくと

いうのは結果論であって，何をそこで行うのかと，

そこをしっかり考えながら日々企業の文化を高めて

ゆく必要があるのだろうと思っています。

　そういったマインドセットの上で，今，経験を踏

まえて，企業から見たインドネシアの課題を幾つか

話させていただきたいのですが，まず，当然ですけ

れども，企業がそこで投資を行うに当たっては，持

続的に長期にわたって安定的に成長を目指してゆく

ことが非常に大切なことだと思います。

　かつ，企業としての発展は，共に発展するという

ことが非常に重要な要素ですので，我々の経営資源

である人・モノ・金，この資産をどのように安定的

に長期にわたって増やしてゆくか，豊かにしてゆく

かということを，その地域社会と共に考えてゆく，

その基盤作りが非常に大事だと思います。

　この基盤づくりは，もちろん今日のテーマである

リーガル・フレームワークということも１つの大切

な要素だと思いますが，そのフレームワークを運用

する人，これは，そのルールの下で活動する我々，

企業人としての人と，その法律をしっかり制定して，

レギュレイトする立場にいらっしゃる政府，これは

中央政府のみならず，今インドネシアでは，地方自

治が進んでいますので，自治政府である地方政府に

も当てはまりますが，これら政府と運用上のより良

い対話をしてゆくということは，口でいうのは簡単

なのですが，非常に難しい現実がございます。

　これを実現することによって，我々の現地におけ

鹿取元大使・ユスロン大使・兵頭常務による鼎談（進

行役：阪井光平法務総合研究所国際協力部長）　

［阪井］

　この法整備支援連絡会も今回で 17 回目に当たり，

法整備支援を主にしている人たちの情報交換の場と

いう性格は大きいのですが，今回は外交の分野で長

く活躍されているお二人に，また，実業界で今も活

躍中の方に来ていただきまして，我々に対して外か

ら非常に有益なお話をいただきたいと考えており，

そういう観点から後半の部も進行させていただきま

す。まずは，後半から加わっていただく兵頭常務か

ら，ご経験に基づかれて，企業サイドから見たイン

ドネシアにおける法規制などの点で，こういうとこ

ろが問題だったということを指摘していただき，こ

ういうところが改善されれば，日本企業の活動の場

もますます広がるのではないかということを，私た

ち法整備支援に携わる者にアドバイスをいただきた

く，よろしくお願いいたします。

［兵頭常務］

　ただいまご紹介に預かりました住友商事の兵頭で

ございます。

　私も会社に入りましてインドネシアにおけるビジ

ネスに関わるようになり，既に三十数年たってお

りますけれども，1980 年代の後半からでしょうか，

その当時，スハルト政権のもとで目覚ましい発展を

前にした，飛行機に例えれば滑走路を駆け上がるよ

うな段階をインドネシアが総力を挙げて取り組んで

いた時代から，その後，先ほど鹿取大使からのお話

もございましたが，アジア通貨危機前後の混乱の時

期を経て，これは奇跡だと思うのですが，あれだけ

多様性のある多民族国家で，多宗教，異質な文化を

国の中に抱えながらも大統領を直接選挙で選ぶとい

う民主主義を実現しているすばらしい国に発展して

ゆく模索段階も，私は，ジャカルタにずっと駐在し

たり，長期出張をしたりしていろんな経験をさせて

いただきました。

　その中で，苦労したことを話し出すと，恐らく明

日までかかってしまい，時間が足りないと思います。

ただ，インドネシアのことについて語る前に，我々
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起こっております。これにどう対応してゆくか。こ

れが制度上も非常に重要な要素としてあると思いま

す。

　２つ目は，先ほど両大使よりお話いただきました

ASEAN における経済活動，これが今後も非常に重

要になってきます。すなわち，人・モノ・金の連結

性，移動，これを非常に効率的に担保してゆくとい

うことが大事な要素だと思います。特に，モノの観

点で申し上げますと，例えばインドネシアにおける

自動車産業ですが，日本で走っている日本車よりも

インドネシアで走っている日本車の数の方が全車に

占めるパーセンテージが高いという実態がございま

して，それだけ日本の自動車産業が非常に大事なの

ですが，アセンブルをジャカルタで行うために，タ

イ，その他の ASEAN 諸国で製造した部品を大量に

輸入しています。そこで，関税問題という制度上の

問題があり，これが課題として長年議論されており

まして，引き続き取り組んでゆかなければならない

テーマだと考えております。

　３つ目は，人の問題でございます。人の移動も非

常に重要な要素です。インドネシアの国策として，

自国民の幸福をより追求して国益を守るという観点

でのビザの規制の問題があります。他国籍の人が活

動して，より競争力を高めてゆくとの観点での企業

活動を追求してまいりますと，より良い人材を企業

で採用してゆくという課題に取り組まなければなり

ません。当然，インドネシアの国益をしっかり考え

ながら，採用の面でも，人材育成の面でも，我々企

業人としても努力してゆくことが欠かせないわけで

すけれども，そのあたりのバランスをとる必要性に

ついての課題が今あると思います。

［阪井］

　今，指摘された３つの問題を含め，兵藤常務には

企業の立場から発言をいただいたわけですが，鹿取

大使にもご在任中にそのような観点から色々なお声

が耳に入り，大使自身も経験されたと思われますが，

それを在外で支える大使館に勤務されていた日本国

の代表者として，どのように対処されていたかとい

うことについて，コメントいただきたいのですが。

る企業活動が発展し，安定して，将来が見通せるよ

うになることが非常に大事なことだと思います。

　ちょっと概念的に申し上げましたが，裏返して申

し上げますと，それらにぶち当たりながら，一部上

場の大企業のみならず，今，その産業を支える裾野

産業，中小企業の皆さんが必死になって現地で活動

を開始されている，あるいは取り組んでおられると

いう事態がありますので，そういった活動を支えて

いただくような制度，それと人の育成，そこが一番

重要なことではないかと私は思います。

［阪井］

　今，長期的，安定的に日本の企業が現地で活動

し，かつ地域と融合するためのお話をお伺いしまし

たが，もう１つ，兵頭さんに，住友商事のみならず，

ジャカルタジャパンクラブの理事長として様々な会

社，企業の方々と接する中で，何か法律の面である

とか，手続の進行の面などでこういうことに問題が

あったということを，直接的，あるいは間接的に聞

かれたことがあるかもしれず，この後の議論に資す

るために，エピソード的なものを紹介していただけ

れば幸いです。

［兵頭常務］

　ジャカルタジャパンクラブという商工会議所の組

織がございまして，大使館の方と日本政府の皆様と

協力しながら，小泉政権の時代だったと思うのです

が，戦略的対話を両国間でしてゆこうという活動が

始まったと記憶しております。

　そのフレームワークの下で色々な法律上，あるい

は制度上の，日本企業の目線からの発信をずっとし

てきています。その重要なテーマは，３つあると思

います。

　１つ目は，ユスロン大使からも出ましたけれども，

労働問題です。インドネシアは，経済発展を大きく

遂げようとしている，まさに ASEAN の盟主だと思

うのですが，当然のことながら，発展段階における

社会格差，地域格差などいろんな格差の問題から発

する労働問題，我々外国企業が活動する上で，非常

に大切な我々の従業員と共に発展する上で抱えてい

る矛盾に対応する，いろんな側面での労働問題が今
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まえまして，ユスロン大使に，提起された課題につ

きまして，インドネシア側はどのようにお考えか，

お話しいただきたいと思います。 

［ユスロン大使］

　先ほど兵頭様が述べられたように，経済発展につ

いては，確かに３点の大事なものがあります。それ

は，人・モノとお金の流れです。順調に流れると経

済活動も経済発展もうまくゆきます。でも，逆にス

トップしてしまうと，発展を止めてしまうかもしれ

ず，この３つがうまく流れるようにどうすればよい

かが大切です。

　先ほど鹿取大使もおっしゃったように，結局信頼

関係を築き話し合うことが大切です。問題があると

きに，人間と人間の関係は，Ａさんにとっては良い

ことをしたと思ったものの，Ｂさんにとっては良い

ことではないという風になってしまいます。これは

古い話ですが，ある夫婦は毎朝パンを食べていて，

実は，旦那さんはパンの耳の方，外側が大好きでし

た。奥さんは，旦那さんはそのパンの真ん中の方が

好きなのだろうと思って，毎日，パンの耳の方だけ

を食べていました。そのようなことが 10 年，20 年

と続いた後，ある日二人はけんかをし，奥さんは，

「あなたのために，この 20 年間，パンの耳しか食べ

なかったんだよ。」と泣きながら言いました。それ

に対し，旦那さんは，「本当は，耳の方が大好きな

んだけど，おまえのためにパンの中の方を食べてい

たんだよ。」といいました。結局，二人が最初から

きちんと話をしていたら，こんなばかなことは起こ

らなかったはずです。

　これは変な例えかもしれませんが，話し合うとい

うことがいかに大事であるかは，結婚生活の中だけ

ではなく，経済活動においても同様であると思って

います。

　先ほどのお話は，３点のものがうまく流れるよう

に，うまくゆくために，話し合いということがキー

ワードになっておりますが，ぶつからないように，

衝突しないようにするにはルールが必要で，それが

法律なのです。

　まさに法律について，今，我々がここで話をして

［鹿取大使］

　各論に入りますと，やはり企業の方々にとって，

問題が起こるということは仕方がないことです。イ

ンドネシアと日本では，各論に入ると考え方の違い

や，あるいはプライオリティー付けの違いがあり，

また，インドネシアには制度上曖昧なところがあっ

て，問題は起こります。現に，日本とインドネシア

は，本当に経済面では緊密な関係がありますけれど

も，常に何らかの問題は個別に生じています。

　私が感じた一番重要なことは，その問題を解決す

るに当たって，人と人の，いわゆるインドネシア当

局と我々，そして，日本の企業の方とインドネシア

当局の信頼関係を築くということでした。

　ブリッジできないような違いが，時にはあると思

われますが，お互いがグッドフェイスで議論する上

では，本当に人間関係が相互の信頼によって支えら

れているという点が重要ですし，感情的にも相手を

何とか理解してあげようとか，何とか問題解決を図

ろうとかいう気持ちが双方にないと，法律がこうな

っているとか，条約がこうなっているといっても，

なかなか解決が難しいことがあります。総論的です

が，やはり私が一番重要だと思ったのは，常日ごろ

から日本の企業の方とインドネシアの関係する当局

の人たちや大使館と普通に話ができる関係を作って

おくことです。そういう意味で，今兵頭さんが言わ

れた戦略的対話もそうですが，商工会議所たるジャ

カルタジャパンクラブにおいては，インドネシア政

府と定期的に対話するチャンネルができていました

し，これは非常に有意義なことだったと思います。

　様々な問題がそこで提起され，現に幾つか重要な

問題が解決されましたが，解決できなかった問題も

ありました。私の頃から抱えている問題もまだ残っ

てはいるとは思いますが，根源にあるのは，そうい

うお互いにストレートに話し合って，かつお互いに

何とか解決しようという雰囲気を作ることができる

枠組みを維持することが大切であるという気がしま

した。

［阪井］

　今，兵頭常務と鹿取大使からいただいたお話を踏
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観点で修正いただかなければならないポイントもあ

りますという会話を，担当の方とさせていただきま

した。

　先ほどからお話に出ていますが，こういった話を

させていただきたいと申し入れると，聞いていただ

けるわけです。まず話を聞こうということで，政策

対話の場でもそうでしたし，個別に私どもプライベ

ート・セクターの特定企業の立場でインドネシアの

中央銀行にも伺いましたし，財務省にも伺いました

し，労働局・工業局にも伺いまして，いろんな話を

させていただきました。

　ただ，インドネシアにも既存の法律がございまし

て，解釈の仕方，憲法を頂点にしたしっかりした法

体系にその法律をしっかり埋め込んでゆくと，恐ら

く我々自身もそれにアジャストしてゆく方法を見つ

けることができると思います。そういった工夫をし

ながら，対話を通して法律に我々を合わせてゆく努

力をすることが重要なのだと，その時経験させてい

ただきました。

　ただ，最後の最後で，クロスボーダーでのファイ

ナンスをしっかりヨーロッパの銀行，アメリカの銀

行，日本の銀行にお金を貸し込んでいただくという

投資をまとめるためには，一定の国際基準に照らし

た修正も当然必要になってまいりますので，そのあ

たりの，我々が譲歩すべきこと，あるいは，ここは

国際標準に合わせていただかなければならないこ

と，そのようなメリハリをしっかりつけながら，本

質的な対応をしてゆくということが重要なのかなと

思います。

［阪井］

　インドネシアの法令を尊重するとして，それに対

するアクセスなのですが，恐らく商社におかれまし

ては，中の法務部，あるいは外の日本の弁護士さん，

あるいはインドネシアの弁護士さんを通じて，法令

に関する理解や構造などについて当然探究されたと

思われます。兵頭常務の目からご覧になって，法律

の下位法令などもきちんとアクセスできるようにな

っているかということを含めて，法令に対するアク

セスという点に関してはどのようにお感じになりま

いるのですが，もちろん，今日ここで話をして全て

の問題を解決することはできませんが，話し合いを

続けてゆくと将来的にはぶつかるということも少な

くなり，相互理解，相互信頼が高まり，両国間の色々

な問題が解決するのではないかと思います。

［阪井］

　日本が去年の 12 月に新しい形の法整備支援をイ

ンドネシアで始め，知的財産権につきまして，一応

ターゲットが当てられていますが，それのみならず，

様々な法令間の整合性の問題などを今後改善してゆ

くために，両国間の協力関係を深めてゆこうと考え

ています。日本が，JICA・法務省がそういう形で

法律の整備という面において，インドネシアと協力

するということが本格的に始まったわけですが，企

業の立場から，ここの点に期待したいとか，こうい

うところがあればよいのではないか，我々が気づき

にくいところを兵頭常務に教えていただけましたら

ありがたいのですが。

［兵頭常務］

　実は，アジア通貨危機の時に，私はまだ課長にな

る前だったのですが，インドネシアであるプロジェ

クトを担当しておりました。3,000 億円規模の大き

なプロジェクトであったものですから，当然ですけ

れども，関連する許認可関係，あるいはそのプロジ

ェクトを取り巻くインドネシア政府の政策そのもの

をしっかり議論した上で，それを実行に移すときの

法的枠組みを確認した上で体系的に一つの有機的な

形にまとめ上げないと国際的な金融ファイナンスパ

ッケージもなかなかまとまらないという課題がござ

いました。

　その時に，このプロジェクトを支える特別なリー

ガル・フレームワークを作ってくださいという話を

まずインドネシアの当局に申し入れたわけですが，

「インドネシアで仕事をするのであれば，インドネ

シアの法律を尊重してください。」とのすごくシン

プルなメッセージが返ってきました。

　まさにそのとおりなのですが，インドネシアにお

けるこのプロジェクトを外国投資，融資を得ながら

実行するには，インドネシア政府としても法整備の
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いうものができ，インドネシアの憲法は，インドネ

シア人の当時の法律学者が作ったものなのですが，

戦争中のことですから，日本は軍政の協力がなけれ

ばできなかったと思います。このように，最初から

インドネシアと日本は関わりを持ったのですから，

現在も，相互理解，相互尊敬に基づいて法整備とい

う協力関係に立てるのであれば，インドネシアに

色々と直すべき風習があれば直せるのではないかと

思っています。

　インドネシア人は，自分の作ったものは全て正し

い，すばらしいと考えがちですが，実際はそのよう

なことはありませんから，日本側からこういう案が

あると提示すれば，インドネシア側も何とか考えて

相談しながら，問題を解決することができるように

なるのではないかと思っています。

［阪井］

　鹿取大使は，先ほどのご講演の中で人と人とのつ

ながりが非常に大事だといわれました。この法整備

支援というものは，法律関係に携わる者が中心にな

ってくると思われるが，人と人とのつながりを強化

する一つのツールになるという趣旨のお話であった

と理解していますが，そのあたりから，鹿取大使に，

日本の法整備支援に対する期待についてお伺いした

いのですが。

［鹿取大使］

　私が先ほど人と人のつながりについて言及した背

景としては，私がインドネシアで勤務していた頃は，

日本へ留学したなどの経験を持つ人が多かったとい

うことがあります。例えばバンドン工科大学などを

訪問しますと，100 名ないし 200 名の先生が日本で

勉強した経験があるとか，日本と関わりを持ってい

るとかいわれましたし，また，インドネシアの行政

の中でも日本で勉強した方もおられましたし，また，

インドネシアの大先輩たちで日本をよく知っている

方は多くおられました。最近の傾向を見ますと，日

本への留学生はやはり減っています。今，インドネ

シアにたくさんおられる，日本との関わりの深い

方々の大部分は何らかの形で日本で勉強したり，生

活したりした経験があるのです。

したか。

［兵頭常務］

　最初は分からないというところから始まりました

が，当然ですけれども，行政そのものは縦割りに，

非常に体系的になっています。それぞれのガバメン

トごとに，省ごとに省令という体系を持っていらっ

しゃいます。その上に大統領令を始めとする政令が

乗っていまして，その上に国会で定める法律があり

まして，更にその上に憲法があります。

　この非常に秩序正しい法体系になっていると私は

理解しているのですが，そこに理解が至るまでは結

構大変な時間と労力，現地の法律の専門家，これは

恐らく日本の弁護士さんには分からない，インター

ナショナルローヤー，ニューヨークローヤーにも分

からないことがありますので，現地法令との調和の

中で我々自身がどう活動してゆくのかということを

見出すには，多大な努力が必要で，非常に手間暇か

かる作業だと思います。

［阪井］

　インドネシアは，人口が２億 5,000 万人を超える，

ASEAN の盟主たる大国ですし，法律も今兵頭常務

がおっしゃったように，ある程度の整備ができてい

るところ，そこで我々が法整備支援に取り組む上で

どういう形で行ってゆくのかということは，なかな

か難しい問題です。日本の法務省や JICA が今般こ

の法整備支援という形でプロジェクトを開始したわ

けですが，インドネシア側からしてこういうことを

期待したいという点について，ユスロン大使に語っ

ていただきたいのですか。

［ユスロン大使］

　日本とインドネシアは，歴史上非常に深い関係に

あります。インドネシアはオランダとの関わりが長

く，インドネシアの法律制度は，オランダの影響が

たくさんあります。日本の場合は，ドイツかもしれ

ませんが，ドイツとオランダは，国は近くても，制

度は違うのかもしれません。

　憲法のお話をすると，インドネシアの憲法制定に

は日本の役割もありました。そろそろ第二次世界大

戦が終わる頃に，インドネシアに独立準備調査会と
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ルールを作ってゆかなければならないということ，

もう１つは，兵頭さんがおっしゃったように，一方

で，インドネシアでは，まだ幾つも法律の問題があ

るということが印象に残りました。

　最近，ニュースを見ていまして，確かに ASEAN

共同体ができて国際基準に進んでゆこうという動き

がある一方で，インドネシアの中で，非常にナショ

ナリスティックな政策がとられているように思いま

す。

　例えば外国人労働者について，ハイスキルドレイ

バー，いわゆる小技能の労働者も含めてかなり規制

をしようという法律や条例が作られているように見

えています。

　先ほど鹿取大使がおっしゃったように，インドネ

シアの歴史的な政策というのは，非常にプラグマテ

ィックだと思うのですが，一方で 1998 年，99 年以

降，国会の力が強くなってゆく中で，国会の中では

ナショナリスティックな動きがしばしば出てきてい

ます。ですから，そこでプラグマティックな政策を

とりたい側とナショナリスティックなことを追及し

たい側が，特に国会の中で，今どういうふうにぶつ

かっているのかというのを，ユスロン大使にそのよ

うな雰囲気を教えていただけるとありがたいです。

［ユスロン大使］

　良い質問なのですが，答えるのは簡単ではありま

せん。

　ナショナリスティックとプラグマスティックの立

場ですが，国会はナショナリスティック，政府の方

はプラグマスティック，そこでぶつかっているとい

うことがあるかもしれません。

　説明する前にまず背景から入りますが，ASEAN

共同体，AEC，シングルマーケットということは，

インドネシア国内では，２つの意見に分かれていま

す。

　インドネシアは２億 5,000 万の人口，国境も西か

ら東までの国境は 6,507 キロメートルで，その距離

は東京からジャカルタよりも長く，自分たちに存在

感があるということは，たいていのインドネシア人

は意識しています。

　残念ながら日本への留学生の数は，インドネシア

ではかなり減っていて，アメリカ，イギリス，オー

ストラリアという英語圏以外に，最近はシンガポー

ル，中国と学生の留学先も多様化しています。した

がって，現時点での日本とインドネシア関係を見ま

すと，多くの人と人のつながりが現実のもの，アセ

ットとして存在するのですが，こういうものが今後

はだんだん減ってゆく可能性があるので，これから，

またそういう人と人のつながりを再活性化する必要

があると思いますが，それにはいろんな方法がある

と思います。

　幸いお互いの国を訪れる観光客もどんどん増えて

おりますし，また，介護士や看護師の候補生の方々

も日本に来ていますし，また，インターンシップな

ど様々な形で人と人の交流を増やしてゆければと思

います。そういう中で，今進められておられる法整

備支援というのは，ASEAN の様々な法律の専門家

と日本の法律の専門家との間で，こういう法律の分

野における新たなネットワークを強化できるのでは

ないかと思いますし，そういうことができればまた

すばらしいと思います。そういう観点から，法整備

支援はすばらしいプロジェクトであると申し上げま

す。

［阪井］

　今，鹿取大使がいわれたとおり，日本にはインド

ネシアの大学と熱心に交流されている大学がありま

すし，日本の弁護士さんもインドネシアとの関係に

おいて非常に熱心に活動されております。我々が法

務省として JICA と共に法整備支援を行ってまいり

ますが，そのあたりの情報もしっかり収集して，人

と人の交流がより盛んになるような形で実施してゆ

きたいと考えています。

［会場からの質問①－島田弦名古屋大学大学院国際

開発研究科教授］　

　大学院の時からインドネシアの法律を専門に研究

させていただいて，現在も名古屋大学で教鞭をとっ

ております。

　今，兵頭さん，鹿取大使，ユスロン大使の話を聞

いていて，特に ASEAN が統合してゆく中で共通の
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あればバランスが良いのかを考えています。ナショ

ナリスティックとプラグマスティックのこともそう

であり，インドネシア人も，日本の歴史も鎖国時代

のことも知らないわけではなく，ナショナリスティ

ックになり過ぎることも，オープンにし過ぎること

も危ないということを知っています。今の政権の中

には，色々弱点はありますが，ナショナリスティッ

クといっても，市場開放の動きも強く，補いながら

何とかオープン経済が進むのではないかと思ってい

ます。

［会場からの質問②－尾﨑道明弁護士（元法務総合

研究所国際協力部長）］

　国際協力部発足時に部長をしておりました尾﨑と

申します。在任当時，私が一番苦労して考えたのは，

限られた人員の中で，その国に対して一番最も有効

な支援は何か，一番その国の発展，その国の国民の

福祉に重要なことは法制度では何なのかということ

でした。兵頭さんがおっしゃったように，持続的，

安定的な経済活動が行われるためには，ルールがは

っきりして，そのルールがはっきりと周知されてい

て，そのルールが共通のものであり，その上に立っ

て，そのルールを適用する紛争解決制度がきちんと

機能していることが重要だと思っております。

　それがあって，そういう紛争解決制度が背景にあ

れば，紛争が予防され，円滑な経済活動ができるの

だろうと思います。法整備支援といっても立法の分

野もありますし，司法手続の分野もあります。立法

の関係でもその内容の問題とその立法を担当する人

の育成の問題，司法手続においても，同様に内容の

問題と担当する裁判官，弁護士などの育成の問題が

あります。

　立法においては，色々な分野があり，知的財産権

分野というのは，その１つだと思うのですが，そう

いう中で，インドネシアに対して，どういう分野に

おけるどのような支援というのが今特に必要なの

か，また，日本が貢献する可能性があるのか，その

あたりについて，どなたかからお伺いできればと思

います。

［ユスロン大使］

　だから，昔のスハルトの時代には，インドネシア

の外交は激しく，非同盟とかバンドン会議とか，自

分は弱い者，小さい者ではないという意識がありま

す。残念ながら，経済ではインドネシアはまだまだ

発展していないのですが，精神的にはもう発展して

いると意識しているのです。

　ですから，インドネシアは，広い市場があるから

オープンにすると，もしかしてシンガポールからの

生産品はインドネシアに入ってあふれてしまうかも

しれない。逆に，インドネシアからするとシンガポ

ールというあんな小さい市場のために何ができるの

かという議論もあります。オープンにするかしない

かという考え方も分かれているのですが，背景はそ

こにあります。

　通貨危機の時は，確かに大変な状態でした。通貨

が下落して，融資することもできませんでした。そ

の時に，ある政治家は，インドネシアはバラバラに

なってしまうのではないかといいました。しかし，

経済の混乱は確かにありましたが，どうしようもな

いという状況にはありませんでした。なぜかという

と，国内市場が広いから，インドネシアの生産品は

輸出することはできなくても，販路を国内に見出す

ことはできる。輸出しないと外貨を獲得することは

できず，これで問題解決には至りませんでしたが，

モノを売ることは，国内市場が大きいためにできま

した。

　私は，大使になる前は国会議員だったのですが，

政府と国会が一致しないということもありました。

インドネシアの政治システムに弱点があるのではな

いかと思ったこともありました。インドネシアは総

理大臣制ではなく，大統領制なのですが，政党がた

くさんあって，選挙をすると強い党が出ません。２

％しか議席を取ることができないから，連立政権を

作らざるをえず，そのような状況だとまた政府と国

会がぶつかり，スハルト時代に戻ってしまうのでは

ないかという不安があります。スハルトさんは強く，

国会と政府はぶつからなかったのですが，そうなる

と，結果的にはまた独裁者が誕生することになりま

す。ですから，インドネシア人は，どういう状態で
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ムクタン先生から日本はこれで本当に ASEAN 法，

あるいは ASEAN 各国の法に対応できるのかという

お叱りを受けました。

　外交，そしてビジネスの世界の方々から ASEAN

についての話をお聞きして，私個人は非常に良かっ

たのですが，色々な大学，法学部があり，現状は様々

でしょうけれども，大学では，ASEAN の「ア」の

字も出ない日々が続くというのが実情としてはある

ように思っています。その意味で，ASEAN 地域に

おける法律情報をどのようにエクスチェンジしてい

くのかという制度をオールジャパンで作るためには

どうしたらよいのかということが，私からの質問で

す。

［鹿取大使］

　極めて重要な問題提起であると思います。どうい

う方法論が一番良いのかですが，ASEAN 法といっ

ても，ASEAN10 か国が皆それぞれ違うわけですか

ら，まず，やはり個別の国との間で関係を築いて，

それが恐らく ASEAN の法律の日本における研究セ

ンター，情報収集センターになると思い，もちろん

大使館でお手伝いできる分野もあります。むしろ大

学というかアカデミックな分野でイニシアチブをと

っていただいて，例えば名古屋大学であれば一番関

係の深い ASEAN 各国の大学に問題提起をして，例

えばどういう法律に焦点を絞って情報交換すること

から始めるのも良いかもしれません。問題提起は極

めて重要だと思うのですが，課題は膨大なような気

がしますので，まず，出発点としてはどういう法律

に的を絞るかを決め，そして，その的を絞ったら，

全ての ASEAN の国に個別に当たるのだと思いま

す。各国に個別に当たる場合には，やはり一番関係

の深い大学を一つの媒体としてネットワークを広げ

るというような活動をできるだけ早急に始めるのが

良いのではないかと思います。

【第２部】

ヴェロニカ・テイラー　オーストラリア国立大学教

授報告

　法務省，特に法務総合研究所国際協力部，そし

　尾崎様からのご意見は，大事なことで，支援をす

るとして具体的にどういうことを支援するかという

ことを考える必要があります。

　具体的な内容を検討するための一番簡単な方法と

しては，今，日本とインドネシアの関係においてど

のような問題があるのかを十分に検討し，そこから

法律上の課題を厳選して，お互いが話し合ってゆく

ことだと思います。

　お互いの経験を持ち寄って交換し，問題がある項

目をリストに入れ，こういう分野においてこういう

支援が必要だということを明確にして，まずはそこ

から入っていくのが大切です。その過程で，企業の

方などからも意見を聞かなければなりません。現場

の意見を聞くことは大切なことであり，それが大き

な手がかりになると思います。

［兵頭常務］

　インドネシアから離れてもう５年近く時間がたっ

ておりますが，今もジャカルタジャパンクラブに法

人部会という部会がございまして，そこで先ほど鹿

取大使のお話にも出ました両国間の政策対話を実務

面で取り組んでいる各企業の現地の社長以下実務部

隊がおりますので，現在のインドネシアでの企業活

動でどのような問題がリアルタイムで起こっている

のかについて聴取していただくと，結構旬な課題と

いうのがお手元に集まるのではないかと思います。

［会場からの質問③－鮎京正訓愛知県公立大学法人

理事長］

　今日のお話の中で，人・モノ・金の移動というこ

とが一つのキーワードとして出てまいりました。法

整備支援との関係で重視しなければいけないのは，

法律情報，あるいは法律実務情報のエクスチェンジ

を行ってゆく体制をどのように作り上げていくかと

いうことだろうと思っております。

　その点で，２年ほど前に ASEAN 事務局次長のム

クタン先生が日本に来られたときに，日本では，ま

だ ASEAN 法の研究センターというものが存在しま

せんでした。シンガポール大学にもタイのチュラロ

ンコン大学にも既にそういうものがあり，インドネ

シアにおいてもその種の研究センターがあります。
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が行われる，つまり専門家やそれから国内のそうい

う団体，また業界団体などが深く関わるというやり

方がとられています。ということで，これが法の統

治，そしてそれの協調とどのような関わりを持って

ゆくのでしょうか。

　それからもう一つ，開発の格差というものがあり

ます。経済的な格差が昔からあり，経済的に進んで

いる「ASEAN シックス」と呼ばれる国と新しいメ

ンバーとの間の格差です。

　法律専門家としてもう一つ大切なことは，法的な

違いが ASEAN の各国において非常に強く存在して

いるということです。ASEAN を地域として見た場

合に，人権に対する意識は急速に高まっています。

人権を守ろうという規範も生まれつつあります。そ

してまた，市民社会の活動というものもだんだんと

生まれてきています。個々の国レベルではそうした

動きが見られます。

　一方で，権威主義的な，あるいは独裁主義的な法

の支配というものの高まりも見られます。法の支配

のスタイルとして，それらが台頭してきているとい

うことが ASEAN 地域全体で見られるわけです。こ

のような種類の権威主義ですけれども，これは批判

するつもりでいっているわけではなくて，法の支配

のある種の形として存在しているということです。

ただ，このようなスタイルの法の支配では，政治が

法律を使ってしまう，そして，それによって反対勢

力を抑えつけようという動きに活用されたりするこ

ともあります。また政府による支配あるいは腐敗や

汚職などに関わる中で，プレッシャーとして法律が

使われるということが起こっています。ASEAN に

おいて，この権威主義的な法の支配は，シンガポー

ルが良い例となると思います。そして，現時点では

このような権威主義的な法の支配の特徴がタイにお

いても，それから一部マレーシアにおいても見るこ

とができます。インドネシアとフィリピンはどちら

かというと例外だと考えられるでしょう。

　そして，今朝はインドネシアに焦点が当たってい

ましたけれども，インドネシアにおいても今変化が

生まれており，そして近代的な民主主義の法制度が

て JICA に対し，この会議にご招待していただきま

したことを感謝申し上げたいと思います。この会場

で旧友，そして法整備支援分野における新しく関わ

る方々とお会いできて，うれしく存じます。さて，

今回は，日本の法制度整備支援及び ASEAN の台頭

との関わりについてお話するよう依頼されました。

ASEAN 経済共同体（ACE）が結成されたばかりで

すので，このテーマについて検討するのは今が良い

タイミングだと思います。

　ACE は，まさに ASEAN 地域を単一の市場，生

産ベースにするという野心の表れです。ご存じのと

おり，ACE は４つの柱で構成されています。単一

の市場を作ること，競争力のある経済地域を生み出

すこと，平等な経済成長をもたらすこと，及びグロ

ーバル経済に完全に統合される地域を生み出すこと

です。これらは非常に野心的な目標です。今日は，

法の支配の地域という観点から ASEAN について考

えたいと思います。この地域は，法の支配の意味で

どのように見ていくことができるでしょうか。まる

でここは法の支配，そして法整備支援における実験

場のような役割を果たすと思います。ベルリンの壁

が崩壊して 20 年，そして国際的な法の支配の動き

が広まる中で，このような実験場が生まれたわけで

す。

　ただ，１つ課題となりますのが，ASEAN の政治

スタイルとの兼ね合いでどうなってゆくかというこ

とです。「ASEAN ウェイ」という考え方があります。

このことは西側におけるこのような法整備支援のプ

ロジェクトにとっての課題となるかもしれません。

なぜかといいますと，現在の ASEAN の形は貿易を

促進するための取組みを行う一方，調和を図ってゆ

く，そして相互承認を行うといったところを重視し

ています。これらのやり方はインフォーマル，非公

式なものです。法的拘束力をもって貿易の障壁を撤

廃しようということとは異なります。それから，法

的拘束力が今のところないといったことも課題とな

る可能性があります。全てコンセンサス作りをベー

スとして物事が進んでゆくわけです。

　そして，これまでのやり方とは違った形での関与
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す。ということで，私たちを含めて国際的な活動家

が競争するような形で ASEAN における法文化やそ

の手続について形づくろうとしています。しかし，

それだけではなくて，他にもたくさん法律を作る源

というものは存在していると思います。法律の改革

を行っていく上で，ASEAN というのはある意味最

も難しく，また最もわくわくするような実験場であ

るということができると思います。

　では，日本が直接 ASEAN に対してどのような利

益，利害を，関心を持っているのでしょうか。ご存

じのとおり，ASEAN に対する投資としては，日本

は最大規模を誇ります。そして，貿易相手国として

も日本は第３番目に位置します。そして，日本の

企業にとって，ASEAN は非常に重要な生産拠点で

す。原材料やエネルギーを得るためのソースでもあ

り，消費市場としても非常に大きな意味を持ってい

ます。

　正式に日本と ASEAN との間で合意あるいは協定

も締結されています。例えば包括的経済連携で，こ

れは ASEAN と日本との間でも２国間でも締結され

ています。日本と ASEAN との間には非常に緊密な

関係があるわけですが，このような関係は他の地域

経済連携でも見られます。

　このような正式な協定あるいは関係の背景には，

中国の台頭が非常に大きな意味合いを持っていま

す。金もそこで重要な意味を占めています。中国の

影響力について，具体的に４つの例を考えることが

できるでしょう。１つ目は，アジアインフラ投資銀

行（AIIB）が設立されたということです。ご存じ

のとおり，この銀行は，つい先週活動が開始された

と発表されています。オーストラリアもこの銀行の

メンバーとなっています。この新しい銀行の統治に

ついてモニタリングをしてゆく上で，メンバーであ

った方がよいであろうというのがオーストラリア政

府の考えです。しかし，まだこれらは始まったばか

りであり，この銀行の運営がどのように行われ，ガ

バナンスがどうなるかということについて評価を下

すには時期尚早でしょう。

　そして，ASEAN の多くの国々がこのような形で，

生まれてきており，これは法の支配という意味にお

いては非常に大きな成功事例になると思います。国

際的に見ても，これはすばらしい例だといえるでし

ょう。

　ASEAN の中で今ある種の議論あるいは競争が起

こっていて，様々なスタイルの法の支配の間でのせ

めぎ合いが起こっているのがミャンマーだと思いま

す。よくミャンマーに関して問われることですが，

ミャンマーはインドネシアのような形になるのでし

ょうか。平和的に，近代的で，まあまあうまく機能

している法制度が生まれてゆく国になるのでしょう

か。また民主的な政治制度が根づくのでしょうか。

あるいはこれからも権威主義的な，独裁的な法の支

配が続くのでしょうか。こういう質問がよく出てき

ます。日本のような支援国の役割が非常に重要だと

思いますが，それだけで結果が決まるわけではない

でしょう。

　もう一つの ASEAN の特徴は，面白い実験場とし

ての役割ですけれども，規範的，それから法的な多

元主義がそこに生まれてきているということです。

ASEAN に関しては２つのレベルで見ることができ

ると思います。独自の地域として，そしてその地域

としての規範や法のルールが生まれるということ，

また一方で，それらはそれぞれの国において既に存

在しているわけです。それぞれの国が異なるレベル

で，立法や司法の制度を持っているということもま

た事実です。

　それだけではなく，法，そして秩序をもたらす上

では他にも色々な源，出どころがあると思います。

それらが正式な法制度との間での緊張感を生み出し

ているということがあり，日本はその面でも大きな

役割を果たしてきました。公式な法制度を作って，

それをハーモナイゼーションさせて，そして透明性

を高めようとしてきたかと思います。宗教，特にイ

スラム教と仏教が，こうした分野においては無視す

ることができないでしょう。

　それから，政治的なイデオロギーが法を押しのけ

る形で強い力を発揮することがあります。また，慣

習法がいまだに非常に重要な役割を果たしていま
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　また日本の外務省においても，ルールに基づいた

秩序という言葉が出てきます。国際法，それから多

国間における協定との兼ね合いで，こうした考え方

が打ち出されています。中国がこの国際的な協定に

署名をしながら，都合の悪いところではそれを無視

するといったことがあり，それを問題視しているわ

けです。しかしながら，アメリカ，オーストラリ

ア，時には日本も，こうした面においては例外では

ありません。政治的に自分たちに不都合なものであ

る場合には，国際法を無視するという側面がなきに

しもあらずです。したがって，どのような行動をと

るのか，そしてルールに基づいた秩序をしっかりと

遵守してゆくのかどうかを見てゆかなければなりま

せん。

　ここでもう一度ミャンマーを振り返ってみたいと

思います。色々な考え方がせめぎ合っている場とな

っているミャンマーですが，ミャンマーは日本にと

って非常に重要な存在です。またそれは韓国にとっ

ても，中国にとっても，オーストラリアにとっても，

アメリカにとっても同様で，多くの支援国にとって

重要な位置を占めています。法整備支援がミャンマ

ーに対して進められていますが，それにおいてミャ

ンマーの法律を近代化させようという動きが起こっ

ています。これはビジネスにとっての新しい市場を

もたらすということにもなりますし，天然資源が豊

かであるということもその背景にあるでしょう。

　そして同時に，法律に対するミャンマーのコミュ

ニティーにおける意識というのも，これは非常にネ

ガティブなものなのです。これまで軍事政権の中で

法律がないがしろにされてきたケースが，また悪用

されてきたケースがあるからです。また憲法をどう

変えてゆくのかという取組みもなされています。い

つまでたっても少数民族が疎外されているといった

問題があり，これらに対しても手を打ってゆかなけ

ればならないと思います。

　したがって，支援国としてはロヒンギャの人たち

に焦点を当てた活動というのが必要となるでしょ

う。ラカイン州において繰り返し非常にひどい人権

侵害が行われています。そして，これも宗教を表立

この銀行から融資が提供されることに対しては歓迎

をしています。そして，エコノミストたちは，高い

品質を持った投資が十分行われるのだろうか，そし

て最終的に利益がこの新しい開発銀行にもたらさせ

るのかということに対しては，疑問も持たれている

ようです。ここにお集まりの法律家，それから開発

の実務者として留意すべきことは，この融資によっ

て利益が生まれるかどうかということだけではなく

て，どのような規範，またどのような形での実践・

実務が行われるのか，またどのような協定が融資の

受け手と銀行との間に交わされるのかという点で

す。

　また，日本の法整備支援の目標の１つとしては，

労働の場面，それから環境や人権といった側面に関

して，戦略的に日本的な基準・標準を輸出してゆく

ということもあると思います。それらを活用しなが

ら，インフラや，それから工業団地，また特別経済

地域などの創生に充ててゆくということです。この

ソフト面での標準についてはっきりと見解を述べて

ゆくということは，ハード面での法の改革と同様に

非常に重要だと思います。したがって，単に例えば

法律の起草だけではなく，ソフトな標準というもの

も大切だということです。公式な法律，それからイ

ンフォーマルなやり方やそれから慣習について，新

しい銀行でどのような動きが起こるのかを見てゆか

なければいけません。

　また中国の台頭ですが，２国間のアプローチ，

ASEAN 諸国に対して大きな影響力を行使している

と思います。貿易と外交が特にそうですが，その中

でも南シナ海における海域の問題などにおいては，

これは大きな意味を持つでしょう。

　次に，日本ですけれども，ルールに則った秩序を

アジア太平洋地域に構築してゆくことに意義を持っ

ています。それで，法整備支援を行う者としては，

透明性がある，そして先読みのしやすいルールを作

ってゆく，このことがビジネスにとってプラスとな

るでしょう。その際に，国としての法的な改革，そ

れから国際法や人権とも足並みをそろえたものであ

ることが大切です。
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な目先のことだけを考えるということで，重要視す

る内容がころころと変わってしまうという問題があ

ります。支援する側の国内的政治状況において，彼

らの関心事も変わってしまうということです。法の

支配を進めてゆくやり方が支援国の国内の状況に影

響を及ぼされてしまい，支援を受ける側の状況がな

いがしろにされるという問題があります。

　３つ目に西側のやり方で問題として挙げられるの

は，パートナーシップ，そしてローカルでのやり方

に対しての投資がほとんど行われないということで

す。パートナーシップについて「パリ・アクラ・ジ

ャカルタ原則」などというふうに呼ばれることがあ

りますが，計画などにほとんどそうした考え方が盛

り込まれていません。

　一方，日本は全く異なるアプローチをとってきま

した。そして私も含めて何人もの学者が，日本のス

タイルの属性というものをこれまで注目して見てき

ました。ここでは特にピップ・ニコルソン教授，そ

して名古屋大学のコン・テイリ先生がこのテーマに

おいてすばらしい論文を書いておられることをつけ

加えておきたいと思います。

　日本の法整備支援のすぐれたところについて，幾

つか触れておきたいと思います。第一に明確な規範

の枠組みがあるということで，JICA，そして法務省，

そして日弁連は皆一貫しています。すなわち現地の

文化を大事にし，既存の制度を大事にするというと

ころに重きを置いています。

　２つ目の特徴は，現地のパートナーには積極的に

自助努力を促しているということです。日本の法整

備支援は，実際に国の中で起こっている状況にター

ゲットを置いているのであって，イデオロギーの枠

組みというのは二の次であるとする，現実的，実際

的なアプローチをとっているといえます。そして，

日本の法整備支援の仕方というのは，大きな意味で

現地のパートナーシップ，現地との協議というとこ

ろに大きな投資を行っているということで，特にカ

ンボジアにおける法の起草作業においてもそれがい

え，他の国においても同様です。また日本の様々な

アクターは，教育とそして訓練というところに並行

った理由として行われていることが多いのです。ナ

ショナリストである仏教のグループも非常に大きな

役割をここで果たしています。ミャンマーにおいて

平和協定が結ばれたとはいえ，全ての軍，武装勢力

の間でそれらが合意されたわけではありません。し

たがって，依然それは問題であり，また，政権交代

が外圧に対して脆弱な問題を引き起こすということ

もあると思います。アウン・サン・スー・チーが率

いる政党も非常にナショナリスト的な特徴を備えて

います。

　このような背景を下に，ASEAN がこれから進歩

をしてゆく中でどのようなチャンスが日本にはある

でしょうか。特に法整備支援を行う国として，私た

ちにとってどのような利益があるのでしょうか。ど

のようなチャンスがあるのでしょうか。

　まず１つ考えられることは，どのような貢献がで

きるかということです。既にたくさんの貢献が行わ

れていますが，法制度整備の支援を日本から行うと

いうことによって，民主化，そして法の支配を進め

てゆく上で，西側のアプローチとは異なるアプロー

チをとることができると思います。西側のやり方が

法の支配を進めるプロジェクト的なものであるとい

う批判をされていることを聞いたことがあると思い

ます。ここでは特に大切な３つの点だけを申し上げ

たいと思います。

　１つ目ですが，法の支配といっても，西側のやり

方というのはイデオロギーを中心として動いている

ということで，そのイデオロギーに従ってゆくとい

うことになりますと，イデオロギー同士の競争にそ

れが巻き込まれてしまう可能性があります。トーマ

ス・キャロサーズ先生がこのような法の支配につい

て研究をなさっていて，最近の論文でもおっしゃっ

ています。民主主義と法の支配，イデオロギーがあ

るがゆえに，イスラムのイデオロギーにおいて非常

に大きな圧力を感じているということです。そして，

イデオロギー同士の衝突が大きな影響力をもたらし

てしまっているということです。

　もう１つ問題となるのが政治的に便宜主義である

ということです。西側の改革担当者は非常に短期的
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なところに話を移していきたいと思います。これは

日本の法整備支援にどのような意味を持つのかとい

うことで，４つのチャレンジを挙げたいと思います。

　まず第一，これは果たして過去約 20 年にわたる

日本の法整備支援のモデルの成功というものが，今

後も ASEAN 内部で持続してゆくかということです

けれども，私は自信を持ってイエスといえると思い

ます。条件付きでイエスといえるとするならば，民

商事法に焦点を当てることは重要ですが，グッドガ

バナンスを担保するにはそれだけでは十分ではない

かもしれないということを考える必要があります。

欧州の同僚たちは，法の支配の規範づくりに関しま

して行政法の重要性を認識しており，特に国民が政

府に不信感を抱いている場合に重要になります。ま

た，新たな法律が生まれてきているということもあ

ります。例えばテロ対策法，災害救援関連の法律，

安全保障関連の法規制，デジタル情報の規制，人の

移動の規制や入国管理，難民・亡命希望者に関する

法政策などは，刑事法とも交差点を持つ行政法が問

題となり，行政法，刑事法というものが法の支配の

重要な尺度として台頭してきているわけです。

　またミャンマーのような国では，安全保障問題，

経済・市場改革，そして法制改革において，官僚が

市民とどのように関係を持つのかということはなか

なか難しいのです。一般の市民が何を経験している

のかということが法の支配の尺度ですが，今までは

トップダウン的にものを見がちでした。例えば法制

度あるいは外国投資家の観点から法律を見てきた傾

向がありますが，ボトムアップ的な見方が求められ

てきているのだと思います。だからこそ日本の法整

備支援をもう少し規範的な枠組みに広げる必要があ

るのではないかと思われるわけです。

　このような動きは既に起こりつつあり，例えば日

弁連は，司法へのアクセスに取り組んでいます。ま

た，ジェトロのアジア経済研究所は，企業がグッド

ガバナンスのアクター，そして人権の支援者として

位置づけられているとしています。こういった非政

府のアクターに注目するということが重要であるか

と思います。単に欧米的な法の支配のファッション

して投資を行っています。このようなアプローチは

非イデオロギー的であり，技術的な支援であるとい

うことです。強力な規範的なコンセプトが全面的に

押し出されているわけではありません。そして強み

というのは人員の継続性ということで，JICA も長

期派遣をして，アドバイザーの人たちが何年もその

国へ住んでアドバイスを続けるというやり方をして

おり，似たようなアプローチをとっているところが

あるとするならば，アジア財団だけではないかと思

います。したがって，日本のアプローチというのは

国際的な意味においても非常に重要であるといえま

す。

　そして多くの証拠もそろってきておりまして，経

験的にいいますと現地のパートナーたちも，このよ

うなスタイルに関しては非常に満足をしているとい

うことが分かっています。もっとも，最近の研究と

しましては，私の Ph.D の学生，アナ・ボッシュが

行ったものがありますけれども，インドネシアを対

象にして研究したところ，インドネシアのカウンタ

ーパートは，欧米のドナーに関しましてはパートナ

ーシップが不足しているということで批判的であっ

たものの，日本のアプローチに関しては非常に高く

評価しているということが分かりました。

　また，２つほど新しいコンセプトが出てきており，

学問的な研究の側面で役に立つかもしれないのでご

紹介いたします。

　１つは，巡回モデル，旅するモデルという考え方

なのですが，ここではやはり法改革を行うに当たっ

て，モデルを導入することが求められるわけですけ

れども，その中でそれを介在してゆく人たちの役割

がとても大きなものになっていくということがあり

ます。法社会学の観点からいいますと，「TLO（超

国家的法秩序）」という考え方があります。そこに

は色々なアクターがいます。現地のローカル，ナシ

ョナル，インターナショナルという意味で成文法に

関わるアクターも多いわけですが，それ以外の法規

制に関わる人たちも多く，ASEAN は，新たな意味

の TLO であると考えることができます。

　そこで，次にこういった理論的な概念から実務的
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　新しい実務家の世代の人たちは，このような複雑

な現場にいて，単にプロフェッショナルな成文法に

おけるトレーニングを受けて対応するだけでは不十

分であると思います。日本の法整備支援においては

プロフェッショナリズムが明らかであり，またイデ

オロギーが前面に押し出されていないという特徴が

あるかと思います。しかし，全ての法整備支援は政

治的な側面を持っているということも確かで，我々

がやろうとしているのは現地の制度に影響を及ぼそ

うとしていることであり，政治，経済，社会的な体

制の変革を進めようとしていることです。したがっ

て，そのような複雑な現場においては別のアプロー

チ，やり方が必要とも思われます。

　そこで，４つ目の最後のチャレンジとしてまとめ

てみたいと思います。これは地政学的な競争という

話です。紛れもなく法の支配，そして法整備支援と

いうのはツール，手段として超国家的な法秩序づく

りに役立つものであるかと思います。

　TLO の一つの例が ASEAN です。日本のアプロ

ーチが重要であるのは，これまでのところ代替的な

モデルを提供し得たということだと思います。欧米

のドナーとは違うモデルを提供してきたということ

で，これまではうまくいきました。しかしながら，

同時にいえることは，この現場が非常に込み合って

きたということです。日本は中国とも規範形成の点

で競争しなければならなくなっています。また法制

度改革においては韓国とも，またその他の新興ドナ

ー，サウジアラビア，イラン，そして潜在的にはイ

ンドなどとも競争を強いられるということです。ま

た，新しい多国間のグループであります AIIP など

も入ってきているということです。

　そのような競争の中で，またルールに則った秩序

を ASEAN で追求してゆくに当たって，日本はもう

少し法整備支援の幅を広げてゆく必要があるのかも

しれません。広げるということは何を意味するのか

ということですけれども，３つの要素があります。

　１つ目は，法的な多元主義に再度取り組み，非政

府のアクター，非政府の法源にどう対応してゆくの

かということです。２つ目は，社会的な正義に対す

に乗るのではなくて，ASEAN 諸国の市民が必要と

しているものに真に応えていくということが必要だ

と思います。

　２つ目のチャレンジ，これは鹿取大使が既に午前

中触れられたことでありますが，ますます多元的な

場での仕事が求められるということです。例えばフ

ィリピンやミャンマーでは，国よりも下のレベルに

おいては，重要な武装対立が続いています。したが

って，これらが法の支配という意味では依然として

チャレンジになります。今私が取り組んでいるのは，

ミンダナオのプロジェクト，フィリピン南部での仕

事です。ミンダナオでは法の支配などを口にする人

も，人権などを口にする人もいません。そういった

言葉は，地元の人からは拒絶されます。なぜかとい

いますと，政府，軍が法の支配，人権という言葉を

これまで何度となく口にしてきたにもかかわらず，

正義が現地においては実現されていないということ

を知っているからです。新しい言葉，表現が必要か

と思います。法制改革を促してゆくためには，別の

表現が必要になってくるかと思います。

　３つ目のチャレンジとして取り上げたいのが，権

威主義的な体制，そして紛争地域で仕事をすること

のリスクです。ミャンマーを例として出しますと，

かなりの確度を持っていえることは，ミャンマーは

一夜にして自由民主主義体制になるわけではないと

いうことであり，アウン・サン・スー・チーとも，

またミャンマーの高官などとも仕事をある程度して

きた経験からいえることです。法の支配というもの

がミャンマーのエリートにとって意味することは，

法と秩序であります。このことは，ドナーが政府と

仕事をするに当たってのリスクを表しています。例

えば一般市民に対する改革を推進しようとする場

合，我々が予想できないような副作用が出てくる可

能性があります。したがって，我々は誰を仲介とす

るのかということについては慎重にならなければな

らず，どのように我々自身が実務家，アドバイザー

として準備をし，ミャンマーのようなところに派遣

された時に何をすべきなのかを考えなければならな

いと思います。
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は 2009 年９月にリーガルセクター・マスタープラ

ンを正式に採用しました。このマスタープランは，

2020 年までの法治国家の確立という最終目標を達

成するために，ラオスで初めての幅広い法改革を行

ってゆく枠組みとなっています。ラオスにおける法

制度の現在のニーズについて包括的な声明をなすも

のであり，法治国家を整備し，司法アクセスを強化

し，リーガル・エンパワーメントを実現するための

指針となる一連の原則を示しています。

　それは，次の４つの分野に焦点を当てています。

まず１つは，法律や政令及び規則の起草手続の改善

です。法務省が国民議会と密に協力し，政策形成，

規制による影響の評価，問題認識，専門的な起草テ

クニックや書式を含む法令の整備及び実務のための

能力，手続及び基準を強化するということです。立

法に関する法により，法律の起草手続や書式を定め，

関係省庁が関連法令を起草できるよう支援してゆく

ということです。

　２つ目は，組織制度整備です。司法省，最高人民

裁判所，最高人民検察院，その他の法務部門の組織

が自らの組織整備，そして改革を行うということで

す。2009 年に最高人民裁判所は裁判をより効率的

なものとし，国民が裁判手続をより容易に活用でき

るように裁判制度を改革しました。その結果，現在

ラオスの裁判所は，最高人民裁判所，高等人民裁判

所，県人民裁判所，そして地区人民裁判所という構

成になりました。

　３つ目は，司法人材，法曹人材の育成です。司法

部門は ASEAN 経済共同体（AEC）の加盟国になる

準備として，職員の知識やスキル開発を行ってゆか

なくてはなりません。裁判官，検察官，弁護士，そ

の他の法務職員の質は，他の ASEAN 加盟国と比べ

て十分ではないという認識です。そのため，司法省，

最高人民裁判所及び最高人民検察院は裁判官，検察

官，その他の法務職員の技能向上について検討を行

い，法科大学卒業生が裁判官，検察官及び弁護士に

なる前の初期研修を行う国立司法研修所（NIJ）の

設立をラオス政府に提案しました。これまでは法学

部，政治学部を卒業した学生は，十分な技能や法分

るコミットメントを明確にすることの重要性，そし

てまた法制度の効率，また企業に対する好ましさと

いうことに焦点を当てることです。３つ目は，また

どのように実務家を準備，訓練してゆけば，このよ

うな複雑な現場に対応できるのかを検討することで

す。

　日本は ASEAN における法整備支援という意味で

は，リーダー的な役割を果たしています。そしてこ

れは国際的にも認められておりますので，我々はあ

る程度楽観して，その進化，成功の過程というもの

を追うことがこれからもできるのではないかという

ふうに思っております。ありがとうございました。

チャンタリー・ドゥアンヴィライ　ラオス最高人民

裁判所労働部長報告

　初めに，日本の政府，法務省，ICD，JICA の皆

さんに本日このような報告の機会をいただいたこと

に御礼申し上げます。

　日本からのラオスに対しての法整備支援について

のご報告いたします。ラオス人民民主共和国と日本

は長年にわたって協力関係にあります。昨年，両国

は外交関係樹立 60 周年を迎えました。またラオス

が最初の青年海外協力隊の派遣を得て 50 周年を迎

えました。日本政府はラオスの社会経済開発を支援

するということで，多額の ODA を提供してくださ

っています。JICA が管理する数多くの開発プロジ

ェクトでという形で，ODA の形態を通してラオス

を支援してくださっています。日本からの支援は，

インフラ，農業，教育，保健，ガバナンスといった

数多くの部門に広がっており，技術協力，有償資金

協力及び無償資金協力など様々な形態がとられてい

ます。

　ラオス政府は，法の支配の整備を最重要視してお

ります。これは国の社会，経済的移行を支えていく

ためであります。そのために政府は透明性があり，

参加型の方法により確立される，整合的で信頼でき，

予測可能な法的枠組みを整備するために努力すると

いうことを宣言いたしました。

　この目的に向けた目標を達成するために，ラオス
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さいました。各サブワーキンググループは，ラオス

の法令について各条文の意味を明確に理解できるよ

う熱心に学び，また長期専門家チームや支援委員会

と密接に連携し，民訴法・刑訴法の手続チャート，

民法事例問題集，ケースブック，民訴法・刑訴法の

ハンドブック，さらに，不法行為・契約法教科書を

作成し，民法典の起草作業を行いました。

　フェーズ２は，2014 年から始まり，現在も進行

中です。フェーズ２は，法務の人材育成の実施継続

期間であり，ラオスの司法及び法情報への国民のア

クセスを改善するために法律の基礎理論及び実務を

分析することによって，法曹人材教育制度を強化し，

法案の起草技術を改善し，ラオスの法の運用，それ

から執行を改善しようというものです。また，民法

典に関するサブワーキンググループを設置し，民法

典の起草作業を継続し，この民法典の草案は，政府

での検討後，国民議会での可決を目指して審議され

ることになっています。本プロジェクトでは，民事

経済関連法サブワーキンググループも設置されまし

た。経済関連法令である ADR 法や労働法を研究し，

手続に関するチャートやハンドブックの作成を行っ

ています。また，刑事関連法サブワーキンググルー

プでは，理論や実務手続を研究して刑法の事例問題

集を作成しています。加えて，教育・研修改善サブ

ワーキンググループを設置し，より適格な裁判官，

検察官及び弁護士を育成するために法教育の現状を

分析し，教育制度を改善することを目的としていま

す。

　こういったプロジェクトの運営に当たりまして

は，４つの実施機関から構成される合同調整委員会

（JCC）が設けられ，それぞれ交代制でプロジェク

トの管理を行い，半年ごとに公式会議を開いてプロ

ジェクトの監視，評価及び助言を行うこととしてい

ます。この合同調整委員会の下には，プロジェクト

の管理者のような機能を持つ運営委員会が置かれて

います。これもやはり４つの実施機関から構成され

ており，プロジェクトの実施を管理するために毎年

交替で各機関がリードの役割を担っています。

　またリエゾンユニットが設けられ，この機関は，

野の実務経験がないまま，人民裁判所や人民検察院

にすぐに直接雇用されていました。司法省，最高人

民裁判所，そして最高人民検察院は，実務において

どのように法を適用するのかについて，裁判官，検

察官及び法務職員を教育する共通の責任を有してい

ます。国立司法研修所の設立後は，法科大学生は卒

業後，裁判官，検察官あるいは弁護士になる前に１

年間そこで研修を受けねばならないということにな

っています。

　そして４つ目は，法務部門のベースライン調査及

び公的な司法調査を通じて，市民の司法アクセスが

強化されたということです。

　日本政府は JICA を通して法務部門に以下のよう

な支援を行ってくださっています。

　１つ目は，法整備支援プロジェクトでありまして，

2003 年から 2005 年にかけて実施されました。この

プロジェクトは，司法省，最高人民裁判所，それか

ら最高人民検察院が司法機関としての実務能力を強

化できるように支援を行うものであり，民法及び商

法の教科書作成や判決書起案マニュアル，それから

検察官の捜査マニュアルの草案作成を行ったもので

す。教科書及びマニュアルは，裁判官，検察官，法

学部の教授，それから法務職員にとって非常に重要

かつ有用なものとなっていて，現在でも日常業務に

利用されています。

　２つ目の支援は法務部門の人材育成支援です。

2010 年から 2014 年にわたるフェーズ１では，司法

省，最高人民裁判所，最高人民検察院及びラオス国

立大学法学部に対して関係組織及び司法職員の法理

論，それから実務上の技能を拡充するものでした。

民法，民訴法，刑訴法のモデルハンドブックの作成

とラオス初の民法典の起草を通じて，こういった能

力の拡充に寄与するものでした。司法省，最高人民

裁判所，最高人民検察院，そして国立大学法学部，

その他実施機関は，80 名以上の有資格職員をワー

キンググループのメンバーとして任命しました。日

本政府も長期専門家チーム及び支援委員会を組織

し，各サブワーキンググループへの助言提供を行い，

ラオスでの講義あるいは日本での研修を行ってくだ

92

ICD67G-08.indd   92 2016/06/17   11:00:16



ます。現在，多くの機関が私たちのプロジェクトに

対して，こういった資料の増刷をしてほしいという

要請をしています。

　３つ目は，民訴法・刑訴法チャート，ケースブック，

事例問題集やハンドブックが配布され，さらに，こ

ういった資料の普及セミナーや研修コースがプロジ

ェクトの中で引き続きなされています。こういった

機会では資料の紹介だけではなくて，法務職員やそ

の他の人々，特に原告や被告の方々が裁判における

訴訟手続や事件の取扱いのプロセスについて学び，

司法アクセスを高めるのに役立っています。

　４つ目は，民法典サブワーキンググループも法律

の条文を学び理解しようと熱心に取り組んでまいり

ました。特に関連法令には存在しておらず，法律用

語としてのみ定義されている事柄の意味を理解しよ

うと努力してまいりました。当初ワーキンググルー

プのメンバーは，関連法令の意味や法律用語の意味，

さらに，法理論の概念について共通の理解を得るの

に難儀しました。そのためワーキンググループのメ

ンバーは，数多くの議論の場を設けて，関連法令の

意味の理解に努めました。本プロジェクトは民法典

起草の支援を行うだけではなく，ワーキンググルー

プが民法を研究，分析する技能を向上させる機会を

与えてくれております。民法典は，公式の計画とし

て 2016 年に国民議会に審議のために提出され，承

認される予定となっております。ラオス初の民法典

として，裁判官や法務職員のために，またラオスに

おける海外直接投資促進のために有用な法律となる

と考えます。

　５つ目は，適格な裁判官，検察官及び弁護士を育

成するために，引き続き法教育体制の強化を目指し

ていることです。そのためワーキンググループは，

法学部，国立司法研修所，さらに，最高人民裁判所

及び最高人民検察院の研究所のカリキュラムや教材

内容の開発を行い，より熟練した裁判官や検察官を

育成する開発に力を注いでいます。

　最後に，ラオスの法務部門における人材育成プロ

ジェクトは，司法職員の人材育成や司法組織の整備

に対して非常に価値の高い影響を与えており，社会

プロジェクトコーディネーターとして４つの実施機

関から担当者が任命され，運営委員会がサブワーキ

ンググループや専門家間の調整の手助けをしていま

す。

　このようなプロジェクトは，特に法曹人材の育成

において法務部門によい影響を与えています。運営

委員会は毎月会合を持ち，一方で合同調整委員会は

半年ごとに会合を行い，プロジェクトの進捗状況に

ついて監視，評価を行っています。

　これまでのプロジェクト評価によりますと，プロ

ジェクトは単に人材育成のみならず，法務部門の発

展において，よい影響を与えているということが分

かりました。今日の報告では，主たる達成事項につ

いて述べたいと思います。

　１つ目としては，ワーキンググループのメンバー

は，ラオスの関連法令を熱心に学ぶとともに，明確

にかつ深く理解するために基礎理論や実務を分析

し，その知識や技術をサブワーキンググループのメ

ンバーや職場の同僚と共有しています。また，議論

を通じて日本の専門家と共に意見を発表し，意見を

交換して，各メンバーが関連法令の意味を明確に理

解した上で，チャートやハンドブックを作成してい

ます。これによりまして，理論と実務を結びつける

ノウハウを得て法理論を分析し，実務をよりよく理

解することができました。さらに，モデル教材を作

成するノウハウを改善し，ハンドブックの作成技術，

プレゼン技能，IT に関しての能力，英語力，それ

からワーキンググループのメンバーとしての思考方

法を高めることができました。プロジェクトによっ

て得た知識や経験は，サブワーキンググループのメ

ンバーがこうした経験を，彼ら自身の組織の発展の

ために適用する上で役立つと思われます。

　２つ目として，民訴法，それから刑訴法のチャー

ト，民法の事例問題集，民訴法・刑訴法のハンドブ

ックといったような資料が作成されています。これ

らは裁判官，検察官，捜査官，弁護士，それからそ

の他の法務職員が手引書又は法令ガイドラインとし

て利用しておりますし，また，法学部の教授がモデ

ル教材として利用することができる資料になってい
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最高裁判所の下で，私も国際分野に関わっておりま

したが，法律部門に関して様々な支援国からの支援

のオファーがありました。そんな中，1996 年に日

本による支援が始まりました。その焦点は，法律文

章の起草でした。当時は中央計画経済ということで，

市場経済への移行が問題になっていました。そし

て，1996 年に民事における法律の起草が必要にな

りました。そして，その後，法律，法務部門におい

ても，日本とベトナムとの関係は更に深まってゆき

ました。まずは法的な枠組みを市場経済に基づいて

作ったわけですけれども，そこにある法律だけでは

不十分であるということが明らかになりました。直

面する問題に対する解決策が，その時点での法律で

は十分に見出されなかったということです。そこで

ベトナムと日本との間で，次の協力として，より奥

行きのある協力体制が必要ではないかということに

なりました。ベトナムの方でもどのような問題があ

るのかを見定めて，そして解決策を見出すようにし

ました。

　２国間の法務面における協力の姿，性質は次第に

変わってきて，より強化されました。特に能力開発

に焦点が当たるようになってゆきました。また透明

性を持った法的枠組みだけではなく，それをどう実

施してゆくかというところにまで関心が集まるよう

になりました。それも法整備支援と同様に重要視さ

れるようになったのです。JICA はベトナムに真っ

先に来て，そして法制度についての支援をしてくれ

ました。また例えば判決文章をどのようにして作成

するのかということについてもサポートしてくれま

した。より透明度を高めるためにはどうしたらよい

のか，また，訴訟に関わる者にとって重要な文書の

作成法，そして，それを一般の人々に対してどう見

せてゆくのかということについても教わりました。

　その次の段階は，2000 年代から今日に至るまで

の日本とベトナムの間の法司法分野における協力で

すが，より意味のあるステップを踏み出していると

思います。トップと現場との間に良い循環を生み出

していると思います。つまり，トップが作った政策

が現場でどのように実施されるかということにおい

の法に対する認識を高め，またラオスに対する海外

直接投資を促進しております。

　以上，日本からのラオスへの法整備支援について

報告いたしました。ありがとうございました。

ルー・ティエン・ズン　ベトナム弁護士連合会常任

委員会委員・国際交流委員長報告

　まず冒頭に法務省の皆様，そして JICA，その他

の共催者の皆様に，このような形で招へいいただき

ましたことに御礼を申し上げます。

　ベトナム人の弁護士として， 1996 年に JICA のベ

トナムに対する支援プロジェクトに最初から関わら

せていただきました。それ以来のおつき合いという

ことになりますが，この２つの国の協力関係を色々

と見ることができました。それについてもお話をし

たいと思います。

　非常にうまくいった日本とベトナムの間の法整備

支援における 20 年の協力を 20 分で話すというのは

いささか難しいことですが，全体として歴史につい

て，それから協力の形がどのような形で発展してき

たかについてお話をします。その後，どのようなア

プローチがこの法整備支援に関して行われ得るのか

ということについて，実際何が行われてきたのかに

ついても，そして，どのような課題があるのかにつ

いてもお話ししたいと思います。

　では，最初に歴史を振り返ってみたいと思います。

私は，ベトナムの弁護士連合会から参りました。こ

れは６年ほど前にできたまだ新しい組織ですが，既

に高い評価を得ています。また ASEAN 地域におい

て果たされる役割も強くなってきていると思いま

す。ハーモナイゼーションにおいても法律家の果た

す役割は大きくなってきていますし，紛争解決に向

けた組織においてもそうです。

　法，そして司法部門における，ベトナムにおける

日本による支援の歴史を振り返ってみたいと思いま

す。法整備の支援は，1996 年に始まりました。し

かし，その前から２国間の対話は行われており，ど

のような形で枠組みを作るべきかが議論されてお

り，1996 年にそれが形づくられたということです。
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このことは大切であり，また他に例を見ないような

アプローチなのではないでしょうか。他の支援国と

比べても際立っていると思います。そして，実際的

である，実践的であるということも非常に大切です。

法制度の改善に関しては，こうした実際的であると

いうことが非常に大切だと思います。それから柔軟

性も重要です。プロジェクトの活動あるいは支援活

動については常に柔軟性が必要だと思います。変化

に柔軟に対応してゆくことができなければなりませ

ん。こうした３つの重要な日本のアプローチの特性

が，ベトナムへの支援において実現されていると思

います。どのようなインパクトがこうした取組みに

よってもたらされてきたでしょうか。この 20 年間

の協力関係において，日本によるベトナムに対する

法制度の整備の支援によって先が読める，そして透

明性の高い制度が生まれてきたと思います。

　２つ目に，日本の支援によって，調整をより図り

やすくなったということが指摘できます。ベトナム

にも色々なステークホルダーがいます。例えば民法

の起草担当者もいますし，その他司法省との関係も

ありますし，ベトナム弁護士連合会との協力も必要

となります。プロジェクトをコーディネートし実施

してゆく上でも，こうした様々な機関と足並みをそ

ろえた形で共通の目的に向かって進めることができ

ているのであり，これがまさに日本の支援の産物と

いえます。

　３つ目に，日本の支援によって信頼が生まれてき

た，また相互理解が深まったと思います。法的側面

においては，このことも非常に大切です。非常に大

きな変化が，ベトナムの法環境に生まれてきました。

ステークホルダー，受益者，また，ベトナムの法曹

界においても，相互理解が深まり，そして国際的な

法曹界とのつながりも高まってきました。これらが

日本の支援によってもたらされた重要な影響だと思

います。このような効果を日本とベトナムの関係に

おいて培うことができ，これがまた，ベトナム側の

能力開発という意味においても重要だったと思われ

ます。

　では，どのような課題が考えられるでしょうか。

てです。現場の人たちが法律をしっかりと理解でき

るか，そしてそれを実施できるかということが大事

であるのと同様に，現場でどのような問題があるた

めに法律の実施が難しいのかということを，トップ

が理解することも大事です。これらを背景として，

法律を更に改善し，そして改正してゆくということ

になります。日本側のサポートのアプローチとして

は，継続的に民法，民事訴訟法などについて，改正

に対して目配りをしてゆくということ，実務レベル

で何が起こっているかを見ながら行ってゆくという

ことが大切であるという認識に至りました。

　日本からベトナムの法曹界に対してどのようなサ

ポートが行われてきたかについては，法律の起草に

関して，それからその施行について，また法におけ

るエンパワーメントについて，また，能力開発につ

いてなどが焦点となりました。

　今後 2020 年までを見通したときに，これからも

法的枠組みの開発を行ってゆくための支援を続けて

いただきたい。これが正しいアプローチだと思いま

す。また司法省や検察院だけではなく，その他の法

曹界の専門家もカバーする内容になってゆくべきだ

と思います。政府の関係省庁，また議会に関わる者

に対しても目配りが必要であると思います。

　これから何をしてゆくかということについて私見

を申し上げたいと思います。

　まず１つ目ですが，日本的アプローチというのは

何なのか，ベトナムの法曹界には，それがどのよう

に見えているのでしょうか。最初に，需要，要求に

対して柔軟に対応していただけるということが挙げ

られます。ベトナムに関して法制度の支援を行う際

に，例えばどのようなニーズがあるのかということ

に対応して提案をしていただき，様々な政府の関係

省庁のトップから実務レベルにまで対応してもらえ

るということです。そして，とても良いチームが，

最前線で対応できている，あるいは最前線にいると

いうことです。判事，それから検察官など，ベトナ

ムでもう既に司法関係の仕事をした経験のある人た

ちがそこに関わり，そして活発なやりとりが日本側

とベトナムの法務担当者との間に存在しています。
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中で，私は公平でなければならないと思っています。

これまで日本の皆さんと 20 年以上にわたって協力

をしてきた背景からしまして，皆さんのアプローチ

というのも私は理解できていると思います。私は，

日本とベトナムをつなげたいと思っていて，何かも

めごとがあったとしても最終的には仲直りする，そ

して握手ができるようにしてゆきたいと思っていま

す。それをするためには，これからも協力を続けて

ゆく必要がありますし，法務部門においての関係を

強化させてゆくことが必要でしょう。今ある課題が

何なのかということに目を向けて，将来何をしてゆ

かなければならないかを常に見てゆくべきだと思い

ます。ご清聴ありがとうございました。

［会場からの質問①－佐藤安信東京大学大学院総合

文化研究科教授］

　ヴェロニカ・テイラー先生，日本の努力を高く評

価いただき，ありがとうございます。ご発表はとて

も興味深く，包括的で分析的なものであったと思い

ます。また理論もしっかりしておられ，色々学ぶと

ころがありました。

　日本の法整備支援がイデオロギーフリーであると

いうアプローチであると，いわば欧米に対するもの

の代替的なアプローチであるというご指摘であった

と思います。もちろんメリットもあれば，プラスも

あればマイナスの点もあるということで，チャレン

ジについて，課題についても触れていただきまし

た。また政治的な意味合いというものに関しても気

をつけなければならないということであるかと思い

ます。

　日本は均質社会といわれます。政府もきちっと組

織されていますが，偏見等がないわけでもなく，日

本的というようなものを前面的に押し出しがちなと

ころもあるかと思います。戦前はそのようなことも

あったかと思います。それに対しての批判というも

のもありました。したがって，慎重さが必要です。

実際，そういったインパクトを必ずしも払拭し切れ

るわけではありません。おっしゃったように，日本

のアプローチは，いわば国家中心的なものになって

いるということはそのとおりだと思います。日弁

もうほぼ 30 年にわたって，色々な法制度の改革が

行われてきたわけですが，総体的によい枠組みがで

きていると思います。法の執行について，また法の

支配に関して，また人権擁護について，色々と取組

みを進めてきました。また情報に対するアクセスも

良いものができていると思います。重要な課題の１

つ目は，いかにして統合を進めてゆくかということ

だと思います。ASEAN との統合あるいは２国間で

の協調といったことが大切だと思います。数を増や

してゆくことも大切ですが，質を高めてゆくという

ことも大切です。より質の高い統合を進めてゆく，

そして，司法へのアクセスの質を高めてゆく，法の

支配の質を高めてゆくということが大切であると考

えています。将来の法整備支援に関しては，このよ

うなところに焦点を合わせてゆくべきだと思いま

す。２つ目は，法的なエンパワーメントです。ベト

ナムにおいては，これは将来の法整備支援が特に焦

点を当てるべきところだと思います。３つ目は，継

続的に人材・能力の開発をしてゆくということです。

　まとめになりますけれども，法整備支援に関して，

どのような効果あるいは影響があるかということに

ついて私見を申し上げたいと思います。この支援と

いうのはある意味，投資だと思います。投資をした

ときに一晩にしてその利益が還元されるということ

はないでしょう。けれども，20 年後あるいは 30 年

後を考えたときに，しっかりとそこに実りが生まれ

るということが大切です。１か月又は数週間日本で

研修を受けた人が日本で学んだことを活かしてベト

ナムで，法律を起草するということもあります。こ

うしたことで相互の友好関係も生まれてゆくでしょ

う。

　そして，これは，日本のベトナムにおける投資を

保護することにもなります。透明な形で投資あるい

は実務が行われなければならず，私も裁判所におい

て調停を担当する立場にありますが，色々な衝突あ

るいは紛争が日本の企業との間で起こっています。

それから，国際的な仲裁機関のメンバーも務めてい

まが，そこでもベトナムと日本の企業などの間で衝

突が起こる場合があります。こうした役割を果たす
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な点ではないかと思っています。

［会場からの質問②－コン・テイリ名古屋大学法政

国際協力センター准教授］

　非常に興味深い発表を３ついただきました。少し

抽象的な質問をテイラー先生に，そしてより実務的

な質問をあとのお二方にお伺いしたいと思います。

　テイラー先生は，ASEAN は市場の共同体だけで

はなく，法の支配の共同体だとおっしゃいました。

とても興味深い表現でありました。しかし，最近の

トレンドを見てみますと，今朝ほど両大使が話され

たように，ASEAN プラス・ワン，ASEAN プラス・

スリー，ASEAN プラス・シックスというような枠

組みがありますが，こういったものは相矛盾する場

合があります。例えば安全保障，経済連携において

は，日・ASEAN，ASEAN・中国，ASEAN・韓国

という ASEAN プラス・ワンが ASEAN プラス・ス

リーとはそれぞれ別個の形で存在するということで

す。そして，オバマ大統領は，ASEAN の 10 か国

の指導者にアメリカに来てもらって，ASEAN プラ

ス・米国という枠組みで話をしたいといっておりま

すが，もちろん中国の影響力を意識してのことだと

思います。

　ここで起こっていることは，分断化，断片化とい

うものではないかと思います。すなわち中国の前で

話をするのではなく，裏で話をするということで

す。経済協力に関しましては，個々に話をしてゆき

たいというようなことが出てきていますが，これは

リスクを伴う動きだと思います。ASEAN の法の支

配，ASEAN 共同体という場合には，例えば日本は

ASEAN の諸国の商法を整備する助けをしようとし

ています。そして韓国は別の形で参画しようとして

います。ドナー間のコーディネーションが取れてい

ないという問題があります。ASEAN の AEC の誕

生と共に，コーディネーションがますます危険をは

らんできています。すなわち，ASEAN が地域のコ

ミュニティーとして本当に存在することができるの

か，断片化が進んでいるのではないのかということ

が危惧されます。そこでテイラー先生にその点につ

いてお伺いしたいと思います。

連，その他非政府機関も努力はしていると思います

が，グラスルーツ，ボトムアップ，草の根というア

プローチに関しては，我々は弱いところもあります。

しかし，基本的に法務省，政府が中心となる場合が

多いわけです。それは良いわけですけれども，その

一方で，いわば独占的にそのようなところが中心に

やるということであっては問題がある場合もありま

す。政府を支援する立場ではなくて，我々は受け手

側の市民，国民を支援する立場にあるわけです。

　その意味で，オーストラリアは日本のパートナー

の１つとしまして，昨年も一緒に研究させていただ

きました多文化，多民族国家でありますが，ODA

の点で考えましても，オーストラリア国立大学は，

法制改革というところでも大きな努力をしていらっ

しゃると思います。大学でこれまでとってこられた

アプローチに関しては敬意を表明したいと思いま

す。これから大学レベルでの協力あるいは日豪政府

間のアプローチというのは，相互補完的なところも

あると思うのですが，ASEAN，アジアというとこ

ろに対して共通の理解もありますし，対中国という

意味でも競争関係にあるものとして，どのようなア

プローチを今後とってゆくことができるか，お伺い

したいと思います。

［テイラー教授］

　まずおっしゃったように，日本とオーストラリア

が共通点として持っていることの１つは，ASEAN

は我々にとって大きな利害関係を持つ，アメリカ，

ヨーロッパ以上に重要な存在であるということで

す。また，オーストラリアと日本は，実務的，実践

的であるという法整備支援におけるアプローチを共

有しています。オーストラリアもアメリカあるいは

世銀に比べるとイデオロギーが薄く，ヨーロッパと

比べてもそうです。対象国に協力，協働の機会を提

供しています。

　ズンさんは，発表の最後のところで３つの重点課

題について触れられました。そこに，リーガル・エ

ンパワーメントがありました。ズンさんはリーガル・

エンパワーメントとおっしゃいましたが，私は，ボ

トムアップであると考えており，それがやはり重要

97ICD NEWS　第67号（2016.6）

ICD67G-08.indd   97 2016/06/17   11:00:16



安全保障，移住の問題，商法の問題，人権問題，し

たがって，複雑な問題であるということは間違いな

いと思います。

［ドゥアンヴィライ部長］

　AEC に加盟後，どのように変わってゆくのか，

特に日本との協力関係においての今後の変化はどう

かということですが，AEC の統合に参加したとし

ても，日本との関係が大きく変わることはないと思

います。ラオスと日本の間には協力の約束があり，

プロジェクトは継続して進んでいます。まだこの法

整備支援関係のプロジェクトは終わっていないから

です。

［ズン弁護士］

　興味深い質問だと思います。この点を討議するた

めには数日間のワークショップが必要な気がします

が，単純にお答えしたいと思います。

　ASEANというのはコミュニティーグループです。

ベトナムと日本というのは２国間関係で，２国間の

協定があります。そして，私たちは様々な諸国と友

好関係を結び，日本との関係もそうです。

　また，全て一朝一夕に達成できるものではありま

せん。日本・ベトナムの関係の歴史を振り返ると，

ハイレベルの交流がこの５年，10 年の間に両国間

で行われてまいりました。お互いに問題を討議して

きました。そして，日本とベトナムの関係の本質が

作り上げられてきたわけです。しかしながら，あら

ゆる２国間関係というのは調節が必要です。新たな

環境に，新たな課題に対応し，変化に対応してゆく

ために調整が必要です。ASEAN に新たな課題が生

まれるのであれば，また新たなフォーカスや新たな

動きが必要になったらば，２国間関係もそれに応じ

て調整してゆく必要があると思っています。

［会場からのコメント－森嶌昭夫名古屋大学名誉教

授］

　日本の法整備支援のきっかけを作った，草分けの

一人として，３名のご報告における日本の法整備支

援プロジェクトに関してのお言葉をありがたく受け

取ります。

　テクニカル・アシスタンス・イン・リーガル・フ

　そして，あとのお二方が，それぞれ日本のベトナ

ムへの法整備支援プロジェクト，日本・ラオスの関

係について触れられたのを興味深く聞かせていただ

きましたが，これから先どう変わってゆくのでしょ

うか。特にベトナム，ラオスが ASEAN の経済共同

体のメンバーとして，2015 年以降，地域統合が求

められる中で，日本・ラオス，日本・ベトナムの関

係において，更に必要とされてくるものがあるでし

ょうか。

［テイラー教授］

　興味深いご質問ありがとうございます。私が発言

の中で触れたのは TLO，超国家的な法秩序という

考え方で，これはある意味，複雑性を反映する考

え方です。ASEAN プラス・ワン，ASEAN プラス・

スリー，ASEAN プラス・シックス，ASEAN プラス・

その他というのは TLO の競合を表しているわけで

ありまして，法律を作ろうということではなくて，

ASEAN の行動に影響力を及ぼしてゆくための様々

な枠組みを作ろうということです。

　そこでご質問なさったのは，日本の努力がこの種

の文脈の中でどう捉えられているのか，ASEAN プ

ラス・ワンがそれぞれの方向に引っ張ってゆこうと

している中で，どう働くのかということであります

が，確かにおっしゃったようにコーディネーション

の問題があります。しかし，日本の投資，そして長

期的な投資があるので，それを勝ち抜く可能性があ

ると思っています。アメリカも特定の法的問題に関

しましては時々関心を持つことがあります。しかし，

アメリカは，入ってきては法制改革の問題でぐちゃ

ぐちゃにして，その後すぐに去ってしまうというよ

うなことが往々にしてありました。私の記憶が正し

ければ，日本の同僚が何年か前に，我々はアメリカ

には感謝しなければいけないといいました。アメリ

カが来たら，日本の仕事が増えるからだといってい

ました。体系的な関係作り，そして制度づくりに日

本が携わる機会をアメリカが作ってくれているから

感謝しようといったわけです。その意味では日本の

果たした役割はとても大きいわけですが，しかし現

実論からすると，様々な競争が同時進行しています。
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ては語りませんが，その援助を提供している組織の

利益を重視します。日本の国益というものを，そこ

でどう扱うかについて気をつけなければいけませ

ん。受け手側の政府に対して日本の利益を強力に推

し進めようとしてしまいますと，私たちの貴重な資

源もすぐに枯渇してしまうことになると思います。

そのような経験を見てきたわけで，西側の法律と全

く異なる文化というのがあるので，それと日本の伝

統的な社会そのままくっつけることはできないと思

ったわけです。

　カンボジア，ベトナムに関して考えたときに，こ

れらの国が例えば 10 年とか，長くても 30 年ぐらい

で調整を図ろうとしていることを見てまいりまし

た。これらの国々の人々のことを考えたときに，日

本の法律家が西側とはいいませんけれども，市場に

則った法律をどんなふうに調整しながらカンボジア

やベトナムに提供してゆくのか，国によって大きな

違いがあると思います。ラオスはまだ，それはこの

ような問題について話をするのは少し早いのかもし

れません。それぞれの国にそれぞれ異なった問題，

また，長所や短所があると思います。

　日本による法整備支援について語るときには，ぜ

ひどのような点について特に言及をしているのかを

意識していただきたい。またどのような側面に関し

てのコメントなのかを具体的に考えてほしいと思い

ます。皆さんからの温かいコメントは高く評価し歓

迎いたしますけれども，少なくとも私自身としては

全てが理想どおりに行っているとは思いませんし，

このあたりのことを考えなければうまくゆかない可

能性も出てくると思います。

　ベトナムに話を戻しますが，ベトナム政府からの

非常に強い信頼を得ることによって，ベトナム政府

の方から，どのような憲法の条項の修正を行えばベ

トナムに適切なものになるだろうかということで，

それについて日本の法律家あるいは政治家と，それ

からベトナムとの間で議論をしてほしいという話が

出てきました。ベトナムの法律家たちは日本の法律

家を信頼してくれていたということです。ずるいこ

とをしたりはしないと考えてくれたのでしょう。で

ィールド，法整備支援の定義についてなんですが，

まずこのテクニカル・アシスタンスということにつ

いて，誰が誰を支援するのかということです。３名

の発表者の皆さんは，日本においての主役は JICA

であり，日本政府であるというお話でした。また，

カウンターパートはそれぞれの政府，ラオス政府，

ベトナム政府であるという文脈であったと思いま

す。もちろん様々なドナー機関があり，そして被支

援者があるわけですが，私は，政府から政府への支

援という形に限定してコメントしたいと思います。

　また，法の支配についてでありますが，多くの人

が ASEAN の法の統一ということに言及されていた

と思います。しかし，法整備支援というのは，これ

は国内法だけに限ったものなのでしょうか。あるい

は国より下位の組織，例えばコミュニティーあるい

は草の根の運動に対しての支援ということはどうな

のでしょうか。これらも非常に重要な広い意味での

法律の一部となるのかもしれません。ただ便宜上，

ここでは国レベルでの法律，また国家政府が別の国

家政府に対して支援を行うという形に限ってお話を

したいと思います。

　この制限の枠内において，日本政府は，このプロ

ジェクトを始めました。そして，国による支援，国

家政府に対する支援が昔，1960 年代に失敗した経

験を見てきました。例えばアメリカの政府がアフリ

カの諸国の政府を法律の整備，そして近代化という

名目で援助しようとしたのですが，アメリカの政府

は民主化，アメリカ化を強力に推し進めようとしま

した。これはソ連に対抗してということでしたが，

失敗に終わりました。それから，ヨーロッパの開発

銀行は，特に経済における安全保障の側面において，

ある種の法律をポーランドに押しつけようとしまし

た。同じような安全保障に関する法律を ADB がカ

ンボジアに押しつけようとする動きがありました。

安全保障について，カンボジアの政府に対して強力

に推し進めようとしたわけです。

　このような支援を行う組織は，自分たちの利益は

守ろうとします。経済的な利害あるいは政治的な利

害を守ろうとします。しかし，イデオロギーについ
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究し直したいと思い，オランダで在外研究をしてお

ります。

　その中で感じたことがたくさんありまして，10

分間ではお話しし切れないのですが，本日は，１つ

だけ皆さんとぜひディスカッションをしたいと思う

テーマがあります。それは「メッセージ」というこ

とです。

　JICA の法整備支援は，ここにいらっしゃいます

たくさんの方々に支えられながら 20 年前にベトナ

ムで本格的に開始いたしましたが，その間，個別の

現象に対して本当に真面目に取り組んできたという

自負がございます。相手国の制度をしっかり知った

上で，現地のパートナー機関の皆さんと本当にディ

スカッションを重ね，何が問題なのかについてこち

らと一緒に考えてゆくという共同作業のアプローチ

をしてまいりました。このような本当に地道な作業

をここまで深く掘り下げて行っているということ

は，やはり日本政府の法整備支援の非常に大きな特

徴であり，しっかり打ち出せるすぐれた面といって

よいと思っております。

　しかし，そうした我々の法整備支援というものが，

なかなか認知されていないという現状があり，認知

されていない原因は，もちろん発信の量自体の少な

さということがありますが，実は，メッセージ性と

いうものが少ないのではないかと思っております。

　もちろんイデオロギーに関して中立的に行ってき

たということは，これまでのディスカッションでも

出ておりましたが，そのことは私たちの支援が評価

されている一つの側面でありまして，今ここで何か

特別なイデオロギーをバックボーンにすべきだとい

う議論をしたいのではありません。一方で，ミクロ

の面で我々がパートナーの皆さんと一緒にすごく苦

労しながら一つ一つやってきた中で，私たちがパー

トナーの皆さんと共有できる，私たちの支援に内在

している様々なメッセージがあったと思うのです。

　そうしたメッセージをしっかり打ち出してゆくこ

と，そして，発信する際にも，あるいはパートナー

の皆さんとディスカッションする際にも，私たちが

依って立つものはこれであり，私たちが何のために，

すから，ベトナムの関係者が名古屋大学やその他の

組織に訪れて，助けを求めたのだと思います。

［ズン弁護士］

　今のお言葉，ありがたく頂戴しました。私も同感

です。私の考えは既に述べましたが，意味のある協

力体制を特に法律分野において構築してゆくために

は，実践的な，また柔軟性を持った考え方でやらな

ければならないということです。私は，国連で５年

ほど働いた経験があり，そして国際的な支援に関す

る仕事をしました。その時，ベトナムに協力するに

際し，「ベトナム側が望む方法があるのであれば，

その方法で行う。」とはいうものの，実際にベトナ

ム側がこういうやり方でしたいといったとして，一

応は耳を傾けますが，それが本当にディスカッショ

ンに結びつくことはありませんでした。何かを輸出

しようとする際に，その現場は一体どうなっている

のかということを知らずに，ただものを押しつけよ

うとすると，それはうまくゆかないと思います。そ

ういうことをおっしゃりたかったのだと思います。

【第３部】

［横田特別顧問］

　横田でございます。第３部のモデレーターを務め

させていただきます。

　今朝から非常に内容の濃い，興味深いお話を聞い

てまいりましたが，最後のセッションとなります。

少し肩の荷を下ろして，パネルということですので，

お互いに意見を交換し合う場にしたいと思いますの

で，リラックスしたムードで進めたいと思います。

まず新しくパネルに加わられた佐藤さん，渡部さん

の順番でそれぞれ 10 分ずつ，先ほどのプレゼンテ

ーションについてのコメントを含めてでも，ご自身

のお考え，ご経験でも結構ですのでお話しください。

［佐藤アドバイザー］

　皆さん，こんにちは。JICA の法整備支援アドバ

イザーを務めております弁護士の佐藤直史です。私

は，これまで過去 10 年以上にわたりまして JICA

が行う法整備支援に従事してまいりました。現在，

少し外側から日本政府が行っている法整備支援を研
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せんが，非常に謙虚に，私たちは本当に一生懸命地

道にやっておりますということを強調し過ぎたので

はないかと思います。これまでパートナー国の方々，

今こちらにいらっしゃいますチャンタリーさんやズ

ンさんからも非常に高い評価をいただきましたけれ

ども，そうした成功体験を踏まえて，新しいメッセ

ージを打ち出してゆくべきであると，そのように考

えております。

　JICA が本格的に支援を始めましてちょうど 20 年

の節目でもあります。また，昨年には「Sustainable 

Development Goals（SDGs）」が国連総会で採択され

ました。私たちの法整備支援もそうした国際社会の

動きを踏まえ，また ASEAN 経済共同体に所属して

いるパートナー国の多くの皆さんと一緒に支援をし

てゆく中で本当に共有できる価値を一緒に考えてゆ

きたい，そして，それをメッセージとして，国内外，

あるいは様々なコミュニティー，様々なアクターの

方々にしっかり伝えてゆく必要があるという認識を

持っております。

［渡部教官］

　本日は，長年法整備支援に関わってこられた先生

方，あるいは各法律分野の研究をされてきた先生方

がご参加をされている中で，私がこのような席で発

言をさせていただくというのは，大変僭越ではござ

いますが，主催者側の一人ということでご容赦をい

ただければと思います。個人的にはこの後様々な先

生方からご意見を頂戴できることを楽しみにしてお

ります。

　様々な先生方から大変有意義な話を聞きまして，

一つ気づいたこととしましては，森嶌先生がおっし

ゃっていた法整備支援の定義というところにも関わ

ってきますし，先ほど佐藤直史さんがいわれたメッ

セージ性というところにも関わってくるわけです

が，やはり狭い意味での法整備支援というのではな

くて，より広い意味での法・司法改革，諸外国では

ルール・オブ・ロー・プロモーションということで

まとめられる場合もあるかもしれませんけれども，

そういった法制に影響を与える取組みという側面で

見ると，これには本当に色々な顔があるということ

何を目的にして一緒に法整備支援を行っているのか

ということをもっと具体的に言葉として伝えてゆく

ことが必要なのではないかと思っています。

　法整備支援のアクターが非常に多様化している中

で，私たちが何を目指してやっているのかというこ

とを，パートナーの皆さんとも，他の法整備支援に

関わっているアクター，ステークホルダーの方々と

もしっかり共有してゆく必要があるだろうと思って

います。

　もう一つ，法整備支援のインパクトということを

考えた際に，私たちは常にパートナーの皆さんと話

し合いながら，パートナーの皆さんと現地で問題を

共有しつつ法整備支援を行ってきたわけですが，今

回のテーマでもあります ASEAN 経済共同体の例を

挙げるまでもなく，私たちの行っている支援は，大

きなインパクトをもって国際社会に捉えられていま

す。これは，法整備支援を利益を受ける側の立場か

ら考え直すということでもありますし，また，対象

国，パートナー国だけではなくて，パートナー国で

活動する全ての人たち，あるいはパートナー国の皆

さんが所属しているコミュニティー，そのような中

に大きなインパクトを持っているということです。

　こうした非常に多くの関係者の皆さんにしっかり

メッセージとして私たちが依って立つノルムを打ち

出してゆくべきであると考えています。これがない

がために日本の支援が分かりにくいという評価を受

けていることを非常に残念に思っておりまして，こ

れは私どものキャパシティー不足，あるいは発信不

足が原因であり，それについては，この場にお集ま

りいただいた皆さんとぜひ一緒に考えてゆければと

思っています。私たちは何のために法整備支援を行

っているのか，それを具体的なメッセージの形で表

してゆくということです。

　私たちの支援は，目立つことなく，本当に真面目

に，地道に行ってきたのであり，これまでの支援を

決して私はネガティブに評価すべきとは思っておら

ず，むしろ非常にポジティブに評価できると思って

おります。ただ一方で，これは日本人の特徴かと思

いますけれども，多少表現が適切でないかもしれま
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地の人々が自分たちの国をどうしたいと思っている

かということであろうと思いますし，それがなけれ

ば持続的，効果的な改革は困難であろうと思ってい

ます。

　幾つか日本の支援の特徴についてテイラー教授が

非常に鋭く指摘され，大変参考になりました。私が

特に共感した点としましては，これは鹿取大使もお

っしゃっていましたけれども，パートナーシップと

いうことです。

　ODA 大綱が昨年２月に改定され，新しい ODA

大綱では開発援助から開発協力という言葉を用い

て，より対等なパートナーシップという点を強調し

ておりますし，先ほど佐藤さんが言及された新しい

国連の開発目標，SDGs というところでも，これは

先進国も含めた国際社会全体に共通する課題という

ことで設定されています。そのゴールの１つに法・

司法分野が入ったということは，大変意義深いこと

と考えております。

　このパートナーシップという点については，私も

実際支援を経験していて，こちらの方が一方的に知

識を与えるだけではなくて，現地の方々から教えて

いただくこと，また，日本の制度について気づくこ

とが多いということを感じました。これまでの支援

で築き上げてきたパートナーシップを，これからも

引き続いで発展をさせ，法制度・司法制度の分野で

共に発展をしてゆくという考え方がこれからも重要

になってくるのだろうと感じております。

　最後に，今日のテーマの ASEAN と法整備という

ことですが，このような壮大なテーマに答えるだけ

の見識を持ち合わせておりませんが，午前中の質疑

のところで，鮎京先生から ASEAN との法律情報の

エクスチェンジというようなお話がございました。

依然，日本の法整備支援は対 ASEAN 支援なのかと

聞かれたときに，少なくとも私は対 ASEAN という

目線で法整備支援を考えたことは余りないことに気

づきました。日本の法整備支援は，森嶌先生もおっ

しゃったとおり，国際スタンダードだけではなくて，

現地の実情やコンテクストを見るということが特徴

の一つですが，ここに ASEAN という地域的な視点

があります。したがいまして，色々な取組みが各ド

ナーの各プロジェクトにおいて進んでおり，その観

点やプライオリティーも非常に多様であると改めて

思った次第です。

　また，特に経済という意味で考えれば，今回のテ

ーマでもある ASEAN，特に AEC の枠組みや，他

の様々な経済連携協定・投資協定なども法制に影響

を与えてくるということを考えなければなりませ

ん。したがって，我々が行っている法整備支援が大

きなグランドデザインの中でどのように位置づけら

れるのかということを情報として把握した上で，ど

の側面にプライオリティーを置くのかとか，日本の

法整備支援についてどういったメッセージを発する

のかことを考えてゆかなければならないなと思って

おります。

　富吉理事の挨拶にもありましたとおり，我が国で

最初の ODA としての法整備支援のプロジェクトが

始まったのが 1996 年ですので，ちょうど 20 年経過

したことになります。20 年というという長いよう

にも感じますが，我々が取り組んできた民事基本法

を中心とするような起草支援や実務改善，あるいは

人材育成などは，数か年の取組みで成果を出せるも

のではなくて，長期的なスパンで見る必要があると

思います。とりわけ民事法の分野は，あらゆる法運

用の基礎をなすという点で，非常にチャレンジング

であります。本日，法整備支援の成果について幾つ

かのコメントをいただきましたが，もちろん特に法

律の実施面などについてはいろんな課題があるもの

の，民事関連分野で数多くの法律がきちんと制定を

され，そしてそれを運用できる人材が育ってきてい

るということは，紛れもない成果だと思います。

　この成功は，当然のことではありますが，これま

で関わってこられた多くの日本の専門家の献身的な

努力によってもたらされたとまずいうことができま

す。それと共に，常々感じるのは，やはり相手国側，

現地のパートナーの方々の熱意，改革・改善をした

いという意欲がなければ達し得なかったことであろ

うということです。一言でいうとオーナーシップと

いうことですが，やはり全ての支援の始まりは，現
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さん，ズンさんから，それぞれの国についてのご経

験の話があり，日本の法整備支援がイデオロギー性

が余り強くないとか，あるいはフレキシブル，プラ

クティカル，あるいはセルフヘルプに力を入れてい

るとかいう点が指摘されました。テイラーさんの最

初の話はミャンマーについてでしたが，具体的にラ

オス，ベトナムについてどのように考えられている

かについてコメントをいただければと思います。

　もう一つ，佐藤さんから，日本の援助の意図など

がどうして正確に国際社会に受けとめられていない

のだろうか，メッセージ性がないからだろうかとい

う問題提起があったわけですが，テイラーさんは，

国際的に様々な経験を積まれていますが，その辺に

ついて，どのようにしたら，もっと日本の意図が海

外にきちんと伝わるのかということについて，サジ

ェスチョンをいただければと思います。

［テイラー教授］

　佐藤直史さんの発言にはとても強い刺激を受けま

した。最初の発表では，私たちはとてもきれいな，

すっきりとした説明で日本の法整備支援についてま

とめたわけですが，もう少し詳しい話をしたいと思

います。

　このような会議をオーストラリアやアメリカで，

あるいはヨーロッパで開いた場合，どのような言葉

が出てくるでしょうか。例えば「ジェンダー」，「社

会の公平さ」，あるいは「エンパワーメント」，それ

から「環境」，「気候変動」，「人権」，さらに「腐敗，

汚職」といった言葉が出てくると思います。また，

法整備支援のプロセスについて話をした場合には，

「説明責任」，「評価」，それから「官民のパートナー

シップ」，「イノベーション」という言葉が出てくる

と思います。特にイノベーションが今年は非常に熱

い言葉だといえます。

　このような実際的な考え方，コンセプトというの

は非常に大切だと思います。日本はドナーをまねし

ているだけだとか，日本がこれまでやってきたこと

がうまくいったので，それでもって世界銀行やアメ

リカも日本をまねているのではないとかいうことで

はなく，それよりもむしろ，メッセージが何なのか

が今後より加わってくるのかとも思っております。

もちろん EU とは大きく政体が異なるわけで，独自

の ASEAN 法というのがどの程度どれぐらい形成さ

れるのかというのはよく分かりませんが，１つの地

域共同体ということで，ASEAN の動きをこれから

の支援においても考慮してゆかねばならないと思い

ます。

　また，協力の進め方についても，ASEAN という

視点で見るといろんなバリエーションが出てくるよ

うに思いました。例えば，いわゆる南南協力・三角

協力といわれるような取組みも考えられるのではな

いかと思います。実際，法整備支援の分野でも，既

にベトナムとラオスの間で以前にそのような取組み

がスタディーツアーという形で行われたと承知して

おりますし，そこに加わることによって，日本がよ

り地域全体への貢献をなし得るのではないかと感じ

た次第です。

［横田特別顧問］

　法務省は，20 年前まではほとんど国内の法律問

題を扱ってきて，国際的な問題に個人的に関心を持

つ人はいたと思いますが，組織的には関心はなかっ

たのだろうと思います。そういう中で法整備支援が

始まり，ASEAN に限るわけではなかったのですが，

近いということもあって，ASEAN 諸国にはある程

度重点を置く活動が行われてきたわけです。その場

合に ASEAN に注目したらどうなるかということに

ついて，ASEAN 域内での相互の協力ということに

目を向けた発言があったのは，大変興味深いと思い

ます。

　ここで，先ほどお話を伺いましたテイラーさん，

それからチャンタリーさん，ズンさんに，今の佐藤

さんと渡部さんのコメントを踏まえてお話し願いた

いと思います。

　まず，テイラーさんにお願いしたいのですが，テ

イラーさんは日本の法整備支援の特徴についてポイ

ントを挙げて非常にクリアに説明してくださり，全

体としては，これまで国際社会がしてきたやり方よ

りも良いものの，そのように評価するには条件があ

るというようにいわれました。先ほどチャンタリー
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明性が高められるといっていますが，そのようなこ

とだけではなくて，一体何人の女性判事が裁判所に

いるだろうかということも考えるべきです。また，

それだけではなくて，その裁判所が社会的問題に対

してどのようなインパクトを持っているのか，裁判

所がドメスティック・バイオレンス，土地について

のもめごとについて，どのような判断を下し，どの

ようなインパクトをもたらしているか，少数民族や

女性や子供の生活にそれがどのような影響を及ぼし

ているかなどということ，これはミャンマー，それ

からラオス，ベトナムにおいても大切なことだと思

います。こうした点について目を向けてゆくことが

大切でしょう。

　こうした質問を問いかけることそのものがこのプ

ロジェクトにおいて大切だと思います。市民社会や，

新聞などにおいてこうした疑問点が取り上げられ，

それらが評価されてゆき，その中でうまくゆかなか

ったとされることがあるかもしれませんが，それに

よってより幅の広いものの見方がこのようなプロジ

ェクトに関してもできるようになるのではないかと

思います。

［横田特別顧問］

　今のコメントの中で，言葉のリストがありました

ね。ジェンダーとかアカウンタビリティーとか，コ

ラプションとか。普通の援助の目的や意図について

書かれている文書では，こういう言葉が頻繁に出て

きて，議論でも出てきます。日本の場合には，そう

いう言葉は余り見かけないのではないかという問題

提起なのでしょうが，先ほどメッセージ性について

言及された佐藤さんは，その点についてどんなふう

に感じられますか。特に NGO，その他のメディア

の方からはそういうことがあるのではないかという

のがテイラーさんからのコメントだと思いますが，

それについてのご意見もお聞かせください。

［佐藤アドバイザー］

　まさに私が申し上げたかった，あるいは今日この

場で皆さんからぜひお知恵を拝借したいと思ってい

る点が，今ご議論いただいた部分です。

　法整備支援を１つだけの目的で行うということは

ということにあると思います。

　強いアピール力を持つような内容について，この

ような法整備支援で訴えるのは難しいことだと思い

ます。２年，３年，４年とかけて地盤を築いてゆく

ということ，例えば法律文書の起草の方法について

援助をするとしても，その国にとってはそれは初め

てのことかもしれません。民法を最初から作るとい

うのは，歴史的に見ても非常に大きな出来事です。

しかし，それはその国の歴史においては一度きりの

ことです。そして，非常に大きな成果だと思います

が，それを他の人たちに PR する，また，開発のス

トーリーとして一般の人たちに訴え納税者に伝えて

ゆくということは難しいと思います。

　午前中のセッションで鹿取大使がおっしゃいまし

た。卒業生あるいは奨学金を受けた人たちの数です

けれども，日本で学んだことのある人は非常に多い

のです。例えば 200 人の教授がインドネシアで今教

えていてその 200 人が日本で勉強してきた人たちと

いうことは，すばらしい事実だと思います。

　それから，ズン先生がおっしゃったように，ベト

ナムでの法律改革の担い手の第１世代は，司法省の

大臣も含めて，日本で研究あるいは経験を積んだ人

たちであるということです。こうした人たちの伝記，

あるいはこれまでの生き方について，多くの人に伝

えてゆくことができれば，これは人間的側面から見

ても非常に面白いと思います。その人たちの人生が

こうした日本のプロジェクトに関与することでどう

変わったのか，また日本からどのような形で支援が

行われて，そしてその過程でこの人たちが何を学び，

人間としてもまた政治家としての課題に，あるいは

チャレンジに応えていったのかということをストー

リーにして伝えてゆけばよいと思うのです。そうす

ると，とてもパワフルな語りができ，そして，説得

力を持ったものとなるでしょう。そうしたアプロー

チがあるのではないかと考えました。

　また，実際的な問題としてもう一つ大切なことは，

世界は今，変化をしつつあるということです。2016

年の法整備支援は，例えば法廷，裁判所の制度を改

善することにより，より先読みがしやすくなり，透
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での体験を踏まえて考えてゆかなければならないの

だろうと思っています。

［横田特別顧問］

　それでは，次はチャンタリーさんにお願いいたし

ます。チャンタリーさんにおかれましては，これま

で様々な発言があったことについて，どのような点

についてコメントしていただいても結構なのです

が，今論点になっております日本の法整備支援の特

徴についてテイラーさんも色々とコメントされまし

たが，チャンタリーさんはラオスでのご経験で，実

際日本のフレキシブルでプラクティカルなアプロー

チを評価するようにいわれました。テイラーさんが

説明されたように，日本の法整備支援には良い点も

あるけれども実は問題点もあるというようなご指摘

でしたが，その点を含めて，ラオスでのご経験でど

ういうふうに感じられたかということをコメントの

中に含めてお話いただきたいと思います。

　もう一点，渡部さんが話されたことですが，

ASEAN 諸国の中での協力ということをどういうふ

うに考えておられるかについてです。実をいいます

と，ミャンマーが ASEAN に加わるときに，メディ

アでは，あの国が加わると人権の基準が ASEAN の

基準からも更に低くなって大問題であるとのコメン

トもありました。そのような中で，ASEAN 諸国は，

人権面でもお互いに協力するということを打ち出し

て，実際に人権のメカニズムを作りました。そうい

うことを含めて，人権だけではなくて，法整備支援

に関連する問題について，ASEAN 諸国相互でどう

いう協力ができるか，それに日本や他のドナーがど

う協力できるかという点にもコメントいただけると

ありがたいと思います。

［チャンタリー部長］

　私のコメントですけれども，２つほどあるかと思

います。まず，私たちがこのような法の整備をどの

ようにして日本の専門家の方たちと一緒にやること

になったかということで，もう１つは，どのような

変革が行われ，また AEC に加わった後，どのよう

な変化が起こるだろうかということです。

　私が最初に発表した中でも申しましたけれども，

恐らくありませんし，いろんな複数の目的があって

しかるべきだと思っております。また，伝えたい相

手によっても表現の仕方などが少しずつ変わりなが

ら，相手によって使い分けるということも必要にな

ってくるのかもしれません。ただ，やはり何を目指

しているのかをはっきりいわないがゆえに，非常に

分かりにくくなっているということ，また，色々な

アクターが増えてゆく中で，もっと連携が必要だと

いう際にも，実は我々のメッセージが伝わっていな

いからうまく連携が進まないということもあると思

っています。

　誤解されて伝わっているような部分も若干ありま

す。１つ例を挙げますと，例えば民法典につきまし

ては，ベトナムでもラオスでも長い間支援してまい

りまして，また本当にこの会場にいらっしゃる，あ

るいは東京にいらっしゃる先生方も大変ご尽力いた

だいているところですが，民法の支援というものが

人権とどう結びついているのかについて，実は我々

がしっかり発信しながったがゆえに多少誤解されて

いる部分があるのではないかと思っております。

　と申しますのが，民法典は人権に直結している法

律であることは，もうこの会場にいらっしゃる方々

にはご説明するまでもないと思っておりますが，非

常に身近な権利，例えば財産権といったような非常

にプリミティブな，身近な権利を規定する法律であ

り，人権をしっかり保障してゆくためにどうしても

必要なものであるというようなメッセージがしっ

かり打ち出されていないがゆえに，「民法の支援を

している JICA は余り人権を重視していないのです

か。」などという質問が来たりします。これはほん

の一例ですけれども，そういうことではないのだと

いうことをしっかりメッセージとして伝えてゆく，

我々も民法の支援をしてゆく過程で，そうしたこと

も打ち出してゆければ，連携なども更に広がってゆ

くのではないかと考えています。

　これは，これまでのやり方を否定するのではあり

ません。先ほどテイラー先生がおっしゃったキーワ

ードの中にイノベーションという言葉がありました

が，まさにイノベーティブなことを，我々はこれま
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界中でも行っていると思います。ASEAN の諸国の

間において，どの国が発展をしてゆくか，シンガポ

ールはちょっと進め方が違うかもしれませんけれど

も，日本はアジアの中にいる国であるということで，

そのことが非常に重要な意味を持ってくると思いま

す。日本は我々の地域と近いところにあります。宗

教にも色々な違いがあるかと思いますが，類似点も

非常に多いと思います。ですから，変化を起こすと

いいましても，協力の体制の中で持つ意味合いが少

し違ってくるのではないかと思います。

　今日お話しした内容に関して，２点つけ加えまし

た。

［横田特別顧問］　

　同じ質問をズンさんにもしたいと思います。ベト

ナムのご経験で，日本の援助の，先ほどテイラーさ

ん，その他の方が触れられた特徴がどう受けとめら

れているか，生かされているか，あるいは問題を起

こしているかといったようなことを含めてコメント

していただきたく，それから ASEAN 諸国の間の協

力関係をどう考えるかということについてもコメン

トをいただけるとありがたいと思います。

［ズン弁護士］

　私は常に具体性を持って物事を見つめます。ドナ

ー，支援国の中には，大きなことをいう人たちがい

ます。例えば，あるドナーとのディスカッションを

思い出します。ドナー側はプロジェクトのタイトル

に人権を入れなければならないといいました。そし

て，開発というテーマに私は 20 年間携わってきま

したけれども，ドナーの中には非常に大きなワーク

ショップを，非常にデリケートな目立つトピックに

関して開催することによって，自国の納税者とはい

わないまでも，自分たちの国に目立つことを成し遂

げたということを報告できるようにしたいというと

ころもありました。

　実践的なアプローチという意味では，ドナー国は

もうドナーと呼ばずカウンターパートといった方が

よいと思います。例えばベトナムの政府のカウンタ

ーパートが日本であるという捉え方が正しいと思い

ます。

ラオスの法，そして司法制度は，まだまだ新しいも

のです。1990 年代の後半になってようやく整備を

始めたところです。したがって，他の国と比較し

ても，例えば日本などと比べても，日本だともう

1,000 年ぐらいかけて法制度ができてきたといって

もよいと思いますので，大きく異なります。日本の

専門知識を私たちも活用したいと思います。

　日本はアジアの国ということで，私たちとよく似

た文化的側面があるのではないかと思います。生活

の様式や，それから慣習などに関しても似ている，

あるいはほぼ同じというところもあるかと思うので

す。ということで，日本の専門家の方であれば，私

たちの文化がどのようなものであるかということも

早くお分かりいただけると思います。それで協力も

しやすいのではないかと感じています。

　日本の方たちは，法律をそのまま持ってきて，こ

れを受け入れなさいということはおっしゃらないわ

けです。自分たちのやり方は適切か，私たちの国に

ぴったり合うかを検討されて，そして私たちの文化

も十分に検討される，そうした傾向があると思いま

す。それが我が国の政府においても，日本の専門家

の知識を積極的に受け入れる１つの根拠となってい

ます。無理やり押しつけて法制度を持ち込もうとい

うことではないということです。私たちにとって適

切なものを紹介してくれるので，それを私たちとし

ても受け入れることができるということが，我が国

の政府も日本の良いところだと感じている点です。

　それから，日本の専門家の方々は，人材などにつ

いてもどのように考えたらよいか，何をすればよい

かということを色々と教えてくださいました。90

年代以降，制度を整える過程においてです。人材も

まだまだ育っていない状況でしたので，日本と協力

を進めることによって，そうした面でも色々と知識

を得ることができました。

　AEC に加わった後どのような形になってゆくか，

また我が国と日本の協力関係がどうなってゆくかに

ついてですが，変化といっても，どのような意味を

それが持つかということが大切だと思います。日本

は非常にたくさんの貢献を ASEAN だけではなく世
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私たちが，今ズンさんがおっしゃったような相互理

解，相互信頼をベースに行ってきたというやり方自

体は全く変える必要はないと思っています。むしろ

そのような方法論がいかに良いアプローチであると

評価される面があるわけで，決してこれだけが唯一

の正解であると指摘したいわけではありませんが，

そういう良い面があるということはしっかりアピー

ルしてゆくべきだと思っており，この点，そのよう

に評価していただいたことは，私たちも誇りに思っ

ております。

　ただその上で，より端的に分かりやすく共有でき

る価値，共有できる目的が何であるのかということ

について，ぜひパネリストの方々や会場の皆さんか

らご意見を賜りたいと考えております。

［渡部教官］

　最初に佐藤さんが問題点を提起したメッセージ性

という観点ですが，これは個人的意見ですけれども，

私自身も実は日本の法整備支援を海外の方に説明す

る時になかなか説明しにくいと感じたことはありま

す。一方で，やはり法制度，司法制度に何らかの協

力をするということになると，どうしても政治性を

帯びるというところが避けて通れず，そういう時に

日本は，テイラー先生のおっしゃったとおりノンイ

デオロギーであるというところを保ちながら，技術

支援であることを保った上で，どのようにズン先生

もおっしゃったようなセンシティブなイシューも絡

むところに相互信頼を築きながら取り組んでゆくか

というのが非常に難しいなと思っているところで

す。

　２点目の ASEAN 域内におけるクロスボーダー

の協力ということに関しては，現在，我々法務省

が JICA プロジェクトを通じて法整備支援に関わっ

ているのは ASEAN10 か国のうち，ちょうど半分

の５か国になっています。今後，ASEAN 共同体が

進展するにつれ，ASEAN 全体という観点で，他の

ASEAN の国の動向についての情報収集というか，

協力関係というのも強化していくべきではないかと

いうふうな印象を受けました。

［会場からの質問①－福山市立大学桑原尚子准教授］

　実践的な意味で何が本当のニーズなのかを把握す

ることが必要です。おいしそうな食べ物を出されて

も食べられないものもあるかもしれません。お腹が

すいていればお水さえおいしいと感じるかもしれま

せん。佐藤さんのおっしゃった点に戻りますと，ど

のようにすれば法律の専門知識に価値をつけること

ができるのかについて，日常的又は定期的な対話が

カウンターパートの間で持たれることによって，お

互いを理解していることを確認することが必要で

す。相互信頼・相互理解が必要です。本当のニーズ

は何なのか，需要はどこにあるのかを探るわけです。

そして，より効率的な意味ある協力は何なのかを探

ってゆくということが必要だと思います。

　だからこそ私は，特に機微な分野，法律，司法，

人権，腐敗防止といったところを相互信頼に基づい

て取り組んでゆくべきだと考えています。現実的な

意味において何が需要として存在するのかを特定し

た上で取り組んでゆくことが必要だと思います。そ

れがまずはベトナムと日本というカウンターパート

間の過去 20 年間における協力に関しての感想です。

　次に ASEAN 域内での協力ですが，東京から森嶌

先生が発言なさったことに同意できる部分がありま

す。協力を国対国，日本とベトナム，日本とラオス

に限った場合には，おっしゃったことはそのとおり

だと思いますけれども，しかし，クロスボーダーの

協力といういい方にしましょうか，プロジェクトと

かプログラムで JICA が資金をつけて ASEAN で行

うというものだけでなく共同で行動する，例えば日

本が幾つもの ASEAN 諸国と一緒に何かをやるとい

うこともできると思います。そのような観点からの

協力というのも良いのではないかと思います。

［横田特別顧問］

　これまで説明をいただいたことについて，内容を

深めるためのパネリスト間の意見の交換があったわ

けですけれども，さらに，これを聞いて，佐藤さん，

渡部さん，何かコメントがあったら，発言していた

だけますでしょうか。

［佐藤アドバイザー］

　先ほどもお話しさせていただいたとおり，本当に
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うことを分かりやすく示してゆく必要がある。そう

いう意味では，今おっしゃったような，開発課題に

どういうアプローチで，どういう道筋で貢献してゆ

くのかというところをしっかり示す必要があるのだ

ろうと思っています。

　そういう意味で，今おっしゃっていただいたよう

なプロジェクトの組み立て方，我々のプロジェクト

を，３年なら３年，４年なら４年といったような限

られた期間で何か結果を出してゆく，納税者への説

明責任がありますのでそれは当然としましても，そ

の先の貢献，利益となること，何に向かっているの

かということを示すことが，非常に重要なことだと

思っています。個々のプロジェクトだけでなくて，

それをもう少し大きな枠組みで捉えてゆく，プロジ

ェクトの組み方自体をガラッと変えるというより

も，そのプロジェクトが開発課題にどのように貢献

するのかについての道筋をしっかり示せることが重

要なのかなと思っております。

　ただ，そういった意味でもう少しプロジェクトも，

余り個別のプロジェクトをというよりも，それをし

っかりプログラムとして考えられるような組立てと

いうのは考えてゆかなければならないですし，最近

ようやくそういった取組みも始まっているところで

す。

　法整備支援を使っている分野は，リンクするイシ

ューが大変多いと思うのです。例えば，汚職，コラ

プションに対してどういったアプローチができるの

か。それは我々が，JICA が定義している法整備支

援といわれるものでアプローチをできない，違う取

組み，様々な取組みが組み合わさってようやく汚職

対策というものに結びつくと思うのですが，そうい

った説明自体もしっかりしてゆく必要があるのだろ

うと思います。

　このプロジェクトでこれができます，あるいは，

今一緒に行っているこのプロジェクトでこれができ

ます，それが組み合わさってある開発課題に到達す

るのですということ示すために，プロジェクトの位

置づけ，全体の取組みの中での位置づけを明確にし

てゆくことは非常に重要なことだと思っておりまし

　佐藤さんに質問とコメントなのですが，メッセー

ジ性がないという点です。

　私はウズベキスタンで５年ほど法整備支援に携わ

らせていただきましたが，テイラー先生がおっしゃ

ったような日本の法整備支援で何が欠けているの

か，例えば他のドナーであれば国連のアジェンダ開

発課題に挙げられているような項目と，日本の法整

備支援のプロジェクトとのリンクが切れているので

はないかというお話だと思います。ウズベキスタン

の他のドナーとの違いについて考えてみますと，他

のドナーの場合には，法整備支援というのは，ある

開発課題のプロジェクトがあったとし，例えば気候

変動でも何でもよいのですが，そういったプロジェ

クトがあって，その中の一つの方法論，あるいは方

策として，プロジェクトの一部に位置づけられてい

たように思います。

　振り返ってみますと，日本と極めて近いやり方

をしているのがドイツの GIZ であると思いまして，

佐藤さんが今指摘されたことは，メッセージを伝え

る相手が一体誰なのかということと深く関係してい

ると思います。日本の法整備支援もドイツの法整備

支援も，ここに今座っておられる法律家にとっては

すごく分かりやすくてメッセージがある，むしろ日

本やドイツの方がメッセージがあると思うのです

が，実際に開発産業に携わっているドナーを見てみ

ると，法律家はほんの一部であって，一般の人に至

ってはほぼいないような状況であると考えると，プ

ロジェクトの組み立て方と関係があるのではないか

と思っておりまして，今行っていることを変えると

かそういうことではなくて，他のドナーがしている

ようなプロジェクトの組み方についてはどのように

お考えでしょうか。

［佐藤アドバイザー］

　桑原さんがウズベキスタンで色々経験された，本

当にそのご経験を踏まえた非常に重要な指摘だと思

います。

　おっしゃるとおり，法律家にとっては分かりやす

いと思われる法整備支援を，法律に詳しくない方々

に対して，この法整備支援が何に貢献するのかとい
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部分が足りなかったのではないかということです。

決して何か１つイデオロギーを全面に打ち出すべき

であると申したかったわけではありませんので，恐

らく問題意識としては，まさに先生のおっしゃると

おりで，私もそのような問題意識は共有しておりま

す。その上で，どのような説明の方法があるのだろ

う，その際何か分かりやすいキーワードで示すこと

も，相手によるとは思うのですが可能なのではない

かという問題提起をさせていただいたわけです。

［横田特別顧問］

　今の河村先生からの質問は，国連などの場で議論

されている重要なポイントを含んでいるように思い

ます。それは何かというと，紛争時，あるいは極端

な専制政治の下で，極端な人権侵害の被害者になっ

た人，あるいは虐殺されている場合にはその家族の

人，この人たちに，もう時代が終わり紛争はなくな

りました，もう前の政権が行った専制政治はなくな

りました，ですから次に開発に進みましょうといっ

ても，古い戦争，内戦，あるいはそういう圧政の中

で苦しんだ人たちの気持ちというのは，それでは解

決しないわけです。

　そこで出てきている国連での議論が不処罰の禁

止，インピュニティーということなのです。このこ

とは JICA もよく分かっておられるのですが，JICA

はその問題に直接は関わる機関ではありませんの

で，恐らくそういうふうには捉えていないかもしれ

ません。

　そこで，被害者に対してその気持ちが心の中で解

決される方法として何があるだろうかというと，責

任者を何らかの形で裁判にかけて責任を問うという

プロセスを，平和になった時，あるいは専制政治が

終わった時に実行してゆかなければならないという

ことであり，このような考え方が出てきて，これが

今，国際社会で主流になっています。

　今，先生がおっしゃったこと，平和と安定に貢献

するというのはそういうことと関連しているので

す。つまり，圧政政治のもとで苦しんだ人たちはそ

のまま置いておかれると，不満がまたいずれ蓄積さ

れて将来の紛争の種になるから，その問題を解決し

て，まさに指摘いただいた部分を今後も考えてゆき

たいと思っています。

［会場からの質問②－河村有教海上保安大学校准教

授］

　私は，海上保安庁が行っているアジア諸国の海上

保安制度の構築支援の研究を進めてまいりました。

今日のお話ですけれども，メッセージということで，

法務省の法務総合研究所の国際協力部のパンフレッ

トを見させていただきますと，日本はなぜ法制度整

備支援を行うのですかという問いに対して，国際社

会の平和と安全に貢献するという文言が書かれてい

ます。外務省のホームページも見ますと，またこれ

も相手国の能力向上に資すること，すなわち各国の

繁栄，安定，更には世界の平和にもつながる，そし

て我が国と相手国との間の関係強化にも資するとい

うことで，我が国は積極的に法制度整備支援を行っ

ているというふうに書かれています。

　今日いらっしゃる松尾先生のご著書にも，平和的

国際秩序としての地球的統治の実現ということと，

グローバルな規範形成のネットワークの実現という

ことが示されていますが，様々に競合する諸価値を

認識，理解して，ルールを調整してゆく，法を調整

してゆく，それこそが法の支配の実現につながって

ゆくと思われますし，またアジア諸国は多元的な法

ですから，多元的な法から個別性，ローカル性を踏

まえた上で普遍性を追求してゆくということが非常

に重要なのではないかなということで，私も先ほど

ちょっと福山市立大学の桑原先生がお話しされまし

たけれども，ジェンダーとか，コラプションとか，

そういう一つ一つのテーマを具体的に設定する必要

があるのかということに少し疑問を感じておるとこ

ろですがいかがでしょうか。

［佐藤アドバイザー］

　今発言されたことに対して，異論があるわけでは

ございません。申し上げたかったことは，イデオロ

ギー的な価値を何か大上段に構えることが必要であ

るということではなく，ただ個々のプロジェクトと

いう形で切り取り過ぎていたのではないか，それは

どういった開発課題に結びついてゆくのかの説明の
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　弁護士としてズン先生はこのような改正につい

て，あるいは伝統的な規則と国際的な基準の間の関

係をどのように考えられますか。これは非常に難し

い問題で，お答えいただくのが難しいかもしれませ

んが，先生からコメントをいただければありがたい

です。

［ズン弁護士］

　極めて複雑な質問でテクニカルな質問でもあるの

ですが，この世帯についての問題についてはご存じ

ない方もいらっしゃるかもしれません。前の法律で

は，この世帯というものを例えば法人のような，リ

ーガルエンティティーと考えていたわけです。そし

て，民事的な取引の対象というふうに考えたわけで

す。しかしながら，新しい民法ではこれが除かれま

した。色々と議論がありました。これは伝統的な規

則を維持するか除去するかという問題ではありませ

ん。

　私が思うに，まず第１点目として，ベトナムで

は，結局，私たちの制度の長所，短所は何なのかと

いうことを考えたのです。つまり，世帯を法人のよ

うなものとして維持するとして，50 年前と，ある

いは 30 年前と比べて状況はどう違っているのかと

いうことを考えました。なぜ結局それを除去するこ

とにしたかというと，実務的な観点からは，世帯を

単位とするような取引というのはほとんどないから

です。世帯，ハウスホールドというものは，かつて

ほど明確に取引に関連していません。かつては何世

代もが一緒の世帯として１つの家に住んでいたわけ

です。そして，何世代もが一緒になって，例えば米

を，稲作などをしていたわけです。しかし，今はそ

れが変わっています。かつてとは変わってきたとい

うことです。これで最初の質問の答えになったでし

ょうか。

　２点目として，バランスが必要だと思っています。

伝統的な側面の利点，良いところと，国際基準の利

点を考えて，どういったところを取り入れたらよい

のか，組み込めばよいのかということです。例えば，

国際的な物品販売協定に署名，調印したわけですが，

色々論議がありました。旧民法においても，条文が

ておきましょうという考え方で，そのためには法整

備でまずは過去に起こった不正義をただす，同時に

今後同じようなことが起こらないようにする，それ

を確保できるのは多分，法の支配しかないのではな

いかと，こういう考え方なのだろうと思うのです。

　私はこれまで東ティモール，ミャンマー，そして

スリランカにも関わったことがありまして，全部今

のような問題が存在した国でしたので，追加的に説

明させていただきました。

［会場からの質問③－松尾弘慶應義塾大学法科大学

院教授］

　非常にすばらしいお話，ご発表ありがとうござい

ました。

　この法整備支援で重要な問題というのは，グロー

バル化の時代において，いかに伝統的な価値観，そ

れぞれの土地固有のルールの価値と国際的な基準の

整合性を図るかということだと思います。

　ベトナムにおいては，包括的な改正案を民法典に

対して採択なさいました。これは昨年の 11 月，国

民議会で可決されたと伺っています。これは抜本的

な変更を伝統的な規則に加えるものです。例えば世

帯というのを独立した法的能力を持った法の対象に

するかということです。このような改正の過程にお

いて，何らかの影響があったのでしょうか。国際的

な基準に関して，ASEAN のグローバル化，あるい

は国際社会への統合ということで，国際基準に影響

があったんでしょうか。

　インドネシアはまた，国連の物品の販売に関して

の協定に本年１月１日に参加されました。この点

は，今日の討議では明確に討議されなかった，国際

的なルールとそれから伝統的な価値観の整合性の問

題です。私は，ベトナムの裁判官に昨年の 11 月に

インタビューする機会がありました。その時にこの

伝統的な規則の変更についてはどう思うかと尋ねま

した。例えば世帯を独立した法律の対象とすること

に対しての免除という点です。答えは色々でしたが，

裁判官には伝統的な規則に同情を示す人もいらっし

ゃいました。もちろんそうしますと，様々な財産の

交渉ややりとりにも影響があるわけです。
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れども，汚職防止に大きな効果があります。汚職し

やすい，つまり金になりそうな事件を裁判所の所長

さんなどが独占するということを防ぐ意味で，地味

ではありますが，非常に重要な規程なのです。こち

らは，常に人権保障や，汚職防止に配慮しながら全

てのプロジェクトを行っているのですが，メッセー

ジ性という意味では，今その規則を読んで，直ちに

そのメッセージを読み取ってくれる人がどれだけい

るかというと確かに少ないと思われます。

　ベトナムに対して，今日出席されている井関正裕

元判事が非常にすぐれた判決書の書き方のマニュア

ルの支援をされましたが，これも，ベトナム側は裁

判官の技術向上ということで支援事項に上げてこら

れ，こちらもそのために行ったのですが，井関先生

が最も力を入れられたのは，理由をきちんと書くと

いう点でした。理由をきちんと書かせる，判決書に

はこういう形で理由を書かないといけないよとしっ

かり教えることは，汚職の防止にもなりますし，有

罪である当事者の満足度を上げること，ユーザーサ

ティスファクションを上げることになります。

　インドネシアやモンゴルではメディエーションの

プロジェクトを実施しましたが，これも先方は裁判

所の負担を減らしたいというのが一番のニーズであ

りました。しかし，裁判所の負担を減らす方法のう

ちこちらで提供できる幾つかのオプションの中で，

先方と合意したのがメディエーションや和解のプロ

ジェクトだったのですが，これは一般の人々にとっ

て，安くてアクセスのしやすい，「access to justice」

を非常に高める効果もあります。

　ですから，全てのプロジェクトにおいてそういう

配慮をしていて，現にそういう効果が上がったと思

いますが，具体的な指標，インジケーターがどれだ

け取れるかというと非常に難しい問題です。JICA

のプロジェクトとしてメッセージを発するときに，

これによってどれだけ汚職が防止できたとか，司法

へのアクセスが容易になったとかいうようにいうの

は非常に難しいので，プロジェクト終了後数年が経

過すると，それにどういう意味があったのかという

ことを関係者の中でも情報を共有することがなかな

なければ，やはり国際基準を適用しなければなりま

せんでした。様々な不祥事に対してですとか，税関

に関して，通貨に関しては，国際基準を適用しなく

てはならなかったわけで，私たちは，この分野の国

連条約は良い条約であると考え，それらに加入した

わけです。

　そして３点目として，法というだけでは十分では

なく，この新しい民法にはある条文を入れました。

１つは，裁判官はケースを法の欠如によって拒否す

ることはできないということです。もし法が欠如し

ていたとして，そしてその裁判官は衡平ということ

をルールに求めなければならないとしたら，衡平，

エクイティーというのは何なのか。この分野におい

て，小さい社会において，要するにみんなが対等で

ある，平等であると感じることです。ということで，

一般に認識されていることを法律の中に組み込んで

ゆこうとしています。

［横田特別顧問］

　日本でも家族法については，新憲法のもとで改正

されたのですが，現在でも引きずっているのが，つ

いこの間，最高裁判所の判決で出た夫婦別姓の問題

で，まだ最高裁判所は夫婦別姓は認めないことにな

りましたけれども，日本の経験からいっても，そう

いう問題はやっぱりそう簡単に答えが出ないという

ことなので，今のズンさんのご説明は非常によく分

かります。

［会場からのメッセージ①－田中嘉寿子大阪高等検

察庁検事］

　国際協力部の教官を以前４年間しておりました

が，先ほどの質問と，今日の全体の議論に関連して，

若干過去の事例を紹介したいと思います。

　国際協力部でプロジェクトを JICA と一緒にさせ

ていただくときには，ニーズアセスメントをします。

向こうのカウンターパートからどういうプロジェク

トがよいのかをお伺いして決めてゆくわけですけれ

ども，例えばカンボジアで民事訴訟法を起草支援し

た時には，民事訴訟法の起草を支援する中で，例え

ば非常に地味ですけれども，事件の配てんは自動的

にするという規則をつけました。これは地味ですけ
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　私は，ここ何年かこの連絡会にも出席させていた

だいておりますけれども，ますます我々が議論して

きた日本の法整備支援の企て，そのプラン，プロジ

ェクトというものが裾野を広げ，また色々な形で展

開している，その姿に大変印象を受けております。

　それはまさに国だけではなく，大学の先生方，学

生の皆さん，NGO，その他多くの皆様方のコラボ

レーション，協力によって実現されつつあり，それ

が国際社会，特にアジアの皆様方によって高く評価

されているし，またそれについての様々な問題をこ

ういう連絡会の形でお話しいただいているというこ

とに感激いたしました。

　私が申し上げたいことは，このテーマ，法整備支

援ということは，大変広い意味を持っておりますが，

我々の国際民商事法センターといたしましても，大

きなプロジェクトとして後援させていただき，何ら

かの形で支援できればと考えております。私もその

役員の一人として，考えていることの一端を最後に

申し上げたいと思います。

　皆様方もお感じのとおり，現在の世界は，まさに

アジアのみならず全世界で様々な政治的，経済的問

題が，そして，様々な民族間，宗教間での問題が発

生して，世界が分裂しそうな状況にあります。地球

環境問題も非常に重要です。このような問題が今大

きな，グローバルな面でのリスクを負っております

が，これらの問題を完結するためにも，私どもはグ

ローバルに様々な形で協力してゆく必要があると思

います。

　今，私は思い出すのですけれども，約 10 年前に

国際連合が，「A more secure world」，「１つのより安

全な世界へ」と題する報告書を出しました。これは

日本からは緒方貞子さんが加わったのですけれど

も，世界の学者，知識人が集まって，現在も引き続

いているのですが，その当時世界中の国々，地域，

人々が抱えているリスクの大きさと，その問題を論

じました。テロ，戦争，内戦という問題の前に，第

１番目の問題として，国々の間，地域の間，人々の

間における貧困と格差の増大ということが掲げられ

ました。この問題は，その後に続く様々な問題の重

か難しくなるかもしれませんし，外部に対してのメ

ッセージ性という点では若干弱いところがあると思

います。ただ，日本のプロジェクトは全てそういう

配慮をしながら行ってきていますので，長期的には

相手国の方の満足度も高くなっているのではないか

なと思います。

［会場からのコメント②－山田美和ジェトロ・アジ

ア経済研究所法・制度研究グループ長］

　ここに参集していらっしゃる皆様方は，自分たち

が法整備支援を行うに当たって発するメッセージは

何なのかと，それをストレートに答えられる方々は

どなたもいらっしゃらないと思いますし，やはり今

日はそれを議論するための場だと思います。

　20 年前には話すこともはばかられたような，例

えばジェンダーとかアンタイコラプションとか，そ

ういった類いのものは，20 年後の世界の中で今は

よく議論されますし，我々以上に例えばミャンマー

の人々の方が熱心に人権について語ります。今日の

朝はビジネスオリエンテッドの議論がなされました

が，日本が法整備支援をしたときに，そこで与える

日本のメッセージは何なのかということを，私自身

も皆さんと考え続けてゆかなければならないと思っ

ています。

［横田特別顧問］

　今日は午前中から色々お話が伺えて，その後，午

後の第３部では大変貴重なご質問，それからそれに

対する適切なご返答をいただいて，この問題を一緒

に深めることができました。パネリストの皆さんに

感謝の拍手をしたいと思います。それからご質問を

くださった方々と，それから会場で熱心に参加して

くださった皆様にも御礼を申し上げます。

原田明夫公益財団法人国際民商事法センター理事長

閉会の言葉

　本日は朝からこの時間まで法整備支援の在り方，

又はその現状につきまして，たくさんの方々に準備

していただいた上，皆様方にご参加いただき，また，

東京の会場にもご来席いただき，皆様方のご協力を

心から感謝いたします。
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法整備支援のプロジェクトが法によって物事を解決

してゆく指針となるために，お互いが協力し合うこ

とが必要であると思います。本日は長い間本当にあ

りがとうございました。

要な論点ですが，それが現在ある，戦争の，そし

て，世界中を大戦に巻き込むのかと思われるような

リスクの原因にも私はなっているような気がいたし

ます。

　そういう意味で，日本としては，私はこのリスク

の第１番目の問題にも様々な形で協力してゆかなけ

ればなりませんが，その中の１つが，より安全な社

会を作るためには人々の間にできるだけ格差をなく

し，平等で安心して過ごせる社会を作ってゆくとい

うことで，そのための１つの手段，全くこれだけで

解決するべきものではございませんけれども，１つ

の手段として，鉄砲によってではなく，他の武器に

よってでもなく，法による手段によって問題を解決

し，そして予防してゆくということの企てがありま

す。

　かつてアジアを中心に世界の法律家の中で「World 

Peace through Law」，「法によって世界平和を」とい

うスローガンが叫ばれたことがありました。今は古

くなってしまったかもしれませんが，私は今こそ法

によって世界平和を求めようとする運動が様々な形

で展開されてゆくことを心から念願しています。

　そのためのまさに１つの矢が，１つの企てが，法

整備をお互いに相手の国，それぞれの仲間，パート

ナーとの間で研究し合い，問題をお互いに議論し，

そして論点を深め，そのための解決方法を共に考え

てゆく，それによって紛争の種を除去し，そして紛

争を解決してゆくために努力するということです。

これは主として法律家といわれている人たちの実務

ではありますが，実はそれを作る国会，国民の皆様

方，そして広く民間の方々の努力を結集して行わな

ければ解決できない問題だろうと，こういうふうに

覚えております。

　そういう意味で，私は，本日の連絡会において，

こんなに遅くまで皆さんが熱心に協議していただい

たことに心から感謝いたします。今後とも，日本の，

そしてアジアの，そして世界中の若い人たちに，皆

が希望を持てるような形でこれからの社会を作って

いただきたいと，そして，それらの人々にそういう

機会を与えていただきたいと考えています。そして，

113ICD NEWS　第67号（2016.6）

ICD67G-08.indd   113 2016/06/17   11:00:17


	空白ページ



